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本論文の基本的課題は個別農業経営の経済活動を遂行するにあたって必要となる，農業
経営分析の理論的基礎を明らかにすることにある.その際考察対象を家族経営にしぼり，
その農家経済全体の経済目標である効用最大化の条件を明らかにし，そして，家族経営の
農業経営の側面を自己完結的組織体としてぬきだし，経営主体の管理機能からみた経営分
析の役割を明らかlこする.更に現代の農業経営における課題と解決方向を示しながら，そ
れに対応してどのような計測可能な分析指標があり，それが経営管理とどのような意味を
もっているかについて考察する.最後にそれらの分析指標が利用される場合の経営分析法
を明らかにする.それによって，現実の農業経営の基本的問題を解決する方法または手段
を理論的に明らかにしておくことをねらっている.
次に，基本的課題に対応して構想、を明らかにしおく.本論文は二部からなる.第一部は
農業経営分析の農業経営活動における重要性と意義を確認しておくことにある.そのため
に，第一部はニ章からなっている.第一章 「農業経営分析の認識対象と経営主体」におい
て，農業経営分析で取り扱う農業経営の対象領域を確定し，ついで、第二章「農業経営分析
の役割と目的」において，経営主体の経営活動を説明するなかで，経営分析の役割を明ら
かにすることにある.
第二部では経営分析指標を理論的に整理し，それらの分析指標を用いた分析方法を体系
化することが課題である.そのために，第二部は二章にわかれる.第三章 「農業経営分析
指標の基礎的考察」において，経営分析で用いられる経営分析指標を現代の農業経営の課
題を解明する手段・方法に対応して確定していくのであるが，あわせてその際，従来の経
営及び生産理論の成果をふまえて経営分析指標を分類整理し， それに理論的基礎を与え
る.第四章「農業経営分析法とその体系j では，従来の古典的経営分析を整理し，更に主
な農業経営分析法を提示して，その有効性と限界を明らかにし，最後に，これらの考察結
果に基づいて農業経営分析法を体系化する.
第一章 農業経営分析の認識対象と経営主体
第一節 農業経営分析の認識対象
農業経営分析はいかなるものであり，いかなる目的と内容をもっているかを考察するに
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先立って，農業経営分析の背景となる理論的基礎を明らかにする.それは農業経営をどの
ように把握するかということに外ならない.なんとなれば農業経営分析の認識対象は現実
の農業経営だからである.現実の農業経営はそれのみで自己完結しているならば，農業経
営のみで分析を進めることができるが，我国の現実の農業経営は家計部面と密接不可分の
関係にあるから，いわゆる農家経済経営(あるいは小農，家族労作経営)として把握しな
ければならない.一般の企業経営であれば，企業利潤最大化目標を追求する 自己完了的な
組織体として認識することができる. しかしながら農家経済に内包されている農業経営の
場合には，家計部面と結合し，効用最大化目標を追求しているものとして認識しなければ
ならない.
そこで，先ず農家経済経営は農業経営の発展過程からみてどのよ うな経済形態として位
置ずけ られるかを考察し，次にそのよ うに位置ずけられた農家経済経営の主体的均衡条件
を明らかにすると とも に， 農家経済経営が次の経済形態に発展する場合に生産要素の中で
特に農家労働力をとりあげ，それがどのように分化していくのであるかについてふれる.
最後に農家経済経営から分離して自己完結的な農業経営を前提とした場合， 農業経営者は
いかなるものとして把握できるのか，またいかなる機能をはたす者であるかについて考察
する.
第一項
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農業経営の経済形態と農家経済経営
農業経営は単一な経営主体の意志によって秩序ずけられる農業生産の永続的な組織体で
あると定義しておこう.単一な経営主体は経済合理性を追求するという意識的な行動をす
る者である.農業経営主体の意識的行動が経済合理性を追求する場合の具体的な経営目標
はどのよ うな内容をもつのであるかは農業経営をどのような経済形態であると認識するか
に依存する.そこで，農業経営の経済形態とその経営目標の公準となる成果指標について
考察する.経営の経済形態は二つの側面から認識できる. 一つは理念的(純理論的，規範
的，簿記的)なそれであ り，他方は現実的な認識である.
先ず， 理念的な経営経済形態について考察する.その分類判別基準は次の二つから成つ
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理念的農業経営の経済形態
経営者能力と資本
(土地合む)
??
?
総資木利用経営純収益(又は単に農企業経'単
純収益=組収益 (ー物財費+労働j費)
目
総資本利用経営
(資本主義農企業経営)
又は単に農企業経営/
済経
?
庁主句"1]¥ 名
経営者能力労働と資
本
社会経済的経営純収主主(又は単に集団経営純
収益組収益一物財費
社会経済的農業経営
(叉は集団農業経営)
土地利用経営純収益(又は土地純収益粗
収益一(物財貨+労働費十資本財用役費)
土地利用経営
労働力利用経営
経常苦手能力利用経常
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ている.一つは農業経営を構成する経営要素は何んであり，二つは経営目標がいかなる内
容をもつものであるかである.従って理念的な経営経済形態は前表の通りに表わすことが
できる.
前表の理念的経営の経済形態は，第一に農業経営を構成するものが永続的に沈下固定さ
れた生産用役泉源体であるという側面を重視して農業経営を家計部面から分離された自己
完了的独立体として認識している.第二に生産用役泉源体が永続的に沈下されて農業経営
要素を構成しているとしう側面を重視している.その際，生産用役泉源体がどの家計経済
の所得に属するかを問わないのである.このために，必ずしも経験的に与えられた経営で、
はなし理念的，規範的に分類整理されたものと理解してよし¥このような経済形態が存
在するには，土地，労働，資本財などの生産要素市場と生産物市場とが完全競争形態をと
っていることであり， しかも，各経営経済形態の農業経営主体が完全な知識状態にあって
経営目標を追求し，その成果の最大のための均衡条件が成立することが前提とされねばな
らない.
次に，実際に存在し，また存在した農業経営の経済形態につし、て考察する.その分類基
準は次の通りである.①経営主体は単ーか複数であるか.②経営主体が単一の個別経営を
前提とすれば，その経営主体は資本家であるのか，家族の長であるのか.③家計と経営の
分離の程度からみて経営目標はどのような内容をもっているのか.④土地，労働，資本各
市場の発達程度はどの位であるのか.また商品生産であるか自給生産であるのか ⑤生産
力水準と資本装備と高さからみて近代的であるのかどうかということである.農業経営の
経済目標が単に農業所得や経営純収益の最大を目標とするのみならず，農業経営は社会 ・
生産的組織体の一組織を形成して社会的な生産力に参与する生産単位とみることができる
からである.以上のような分類基準に従って概略的に表示すれば次表のように分類整理す
ることができる.
実在の農業経営の経済形態における農業経営主体は必ずしも完全な知識状態にあるとは
限らない.また経営目標は本来経営純収益の最大化にある. しかし経営に沈下された生産
用役泉源体から湧出する生産用役を農外部門に投下することが許される場合には，経営活
動は農家所得最大化目標によって直接的に制約されることになるのである. さらにその生
産用役を家計部面で直接的に消費することが許される場合には，経営活動は効用最大化目
標によって直接的に制約されることになる. さらにまた農業経営の社会的責任において生
産力水準を高めることも考慮される.
次表から，家族経営(農家経済経営)が実在の農業経営の経済形態のなかでどのような地
位を占めているかを明瞭に窺うことができる.家族経営といっても自給生産を基調とし，
生産力も市場も未発達な段階から商品生産を基調とし生産力も高まり市場も発達して，資
本装備も高まり機械作業体系が確立している企業的にして近代的な家族経営までの範囲に
わたる家族経営をみることができる.社会主義国を除いては家族経営のなかでも本来的家
族経営(狭義の農家経済経営)はわが国のみならず世界の大部分の諸国で最も支配的な農
業経営の経済形態である.
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第二節 農家経営の主体均衡
このように位置ずけられる家族経営が他の経済形態と根本的に異なるために生ずる問題
は上述のように農業経営目標が単なる経営純収益の最大化にあるのではなく ，それが家計
部面を含む農家経済全体の最終目標に対して中間目標として意味をもつこと である.従っ
て，家族経営の最終的目標は効用の最大におかれることになり，この効用目標を高める範
囲内で経営純収益をできるだけ高めることが経営目標となるのである.そこで，家族経営
の主体均衡はいかなる内容と条件からなるものであるかを考察する.
農家経済の主体均衡理論は，先ずチヤヤノフ 「小農経済の原理」のなかで取りあげられ
たのにはじまる.わが国では大槻正男教授が初めてであろう.その後，神崎博愛教授，中
嶋千尋教授，田中修教授によって展開され， 特に中嶋教授に よって 体系イじされるに至っ
た.最近では作々木・丸山両氏によって更に展開されると同時に頼平氏に至ってようやく
主体均衡理論の一般化が試みられている.
頼理論が他の主体均衡理論と異なる点は， 商品及び生産要素の価格に二重価格をもうけ
ていることである.現実的にいって，生産物 (商品)と生産要素に関して庭先購入価格と
庭先販売価格との間にある購入経費，販売経費を無規することはできないとする問題意識
に立って，次のよう な主体的均衡理論を展開しておられる.
二重価格をもうける根拠として次の 4つの利益が従来の主体均衡理論では説明できなU、
ことをあげている ①所有生産要素内給の利益，②生産物家計仕向の利益，③生産物経営
内部仕向の利益，④固定資産用役の補合的利用の利益である.これらの 4の利益の発生は
農家経済経営が永続的に存在する根拠となるものである.
第一の所有生産要素内給の利益は家族労働力，所有資産のように，家計経済面が所有す
る泉j原体を元入して，それから湧出する生産用役(家族労働，所有資産用役)が内給され
るのはそれらの生産用役の経営によって得られるであろう限界収益力が庭先販売価格より
高い限り 自家経営に投入される.他方，所有生産要素を庭先購入価格でもって購入するよ
りも低い主観的限界評価でもって内給される限り自家経営で内給される.この両方によっ
て生ずる差益の合計が所有生産要素内給の利益である.
第二の利益については，家計経済面において家計で消費する生産物を庭先購入価格で購
入するよりも経営から仕受けられる生産物の限界生産費評価額が低いならば自家経営から
仕受ける方が有利である.他方，その生産物を庭先販売価格で販売するよりもその生産物
に対する主観的限界評価が高い限りにおいて，家計に仕向けた方が有利である.もし，庭
先販売， 購入価格に格差がないならば販売しよ うと家計仕向けしようと無差別である.
第三，四は家計と経営との直接的関係ではなく ，一般の企業経営においても発生する利益
である.生産物経営内部仕向の利益に関しては， 中間生産物仕向部門はそれを販売するよ
りも経営に仕向けて，庭先販売価格より高い限界収益力をあげる限りにおいて仕向けられ
る.他方，仕受け部門は同一生産物を庭先購入価格でもって購入するよりも安い限界生産
注)以上のような二重価格の存在する場合の農家の主体均衡は，次のような未定来数を含むラグラン
ジュ関数を長大にすることによって何られる.1[Jち，ラグランジュ関数
L = U (:1f. Y. A)+ ?'，(，1-a，)+ん(bo-uJ十J.3(C。ーら)十A心.'-y，)卜J.s{f(a"b"c)-y} 
+J.6(g仇，b2，e)-col十J.，(rl十九九-a，ーの)十J.g(bo+九一九一b，-b，)+ん(co+Ca-C，-C)
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費評価額でもって仕受けられる限りにおいて仕受けることが有利である.固定資産用役補
合的利用の利益は固定資産用役の限界収益力が庭先販売購入価格内にある限 り，その経営
に沈下固定するのが有利となる.
① 完成生産物の産出・処分と主体均衡
完成生産物を販売し， 一部自給する農家の主体均衡は逓増的な限界生産費'の範囲内で庭
先販売価格 と等しくなるまで販売される.その完成生産物を家計に仕向ける場合は逓減す
るその主観的限界評価 Uy/UM が庭先販売価格に等しく なるまで仕向け残余を販売する
ことによって効用を高めることができる. 完成生産物をすべて自給する農家の主体均衡条
件は生産物の限界生産費が庭先販売価格に等し くなる点まで生産して家計に仕向けたと き
に，その主観的限界評価が限界生産費を上廻るとすれば，両値が等しくなる点まで産出量
をふや して， その全量を家計に仕向けねばならない.完成生産物のみでは不足し同一生産
物を購入する農家は生産物の限界生産費が庭先購入価格に等しくなる点まで産出 して も，
その生産物の主観的限界評価が庭先購入価格を上回るときは，両{直が等しくなるまで追加
購入して家計-費にあてなければならない.従って各農家の生産物の評価基準のうち販売す
る商品基調農家で、は販売価格でもって評価し，完全自給 (自給基調)農家は主観的限界評
価(又は限界生産費) でもって，また不完全自給農家は庭先購入価格で評価していること
になる.完全自給農家あるいは不完全自給農家の自給基調農家は生産力が低く ，経営規模
の拡大による生産費の低減の効果を積極的に享受しようとする意欲のない単純再生産の経
+i.叫Y+Ya-Y，-Y)十?11[(Py，y，十qa.sCls+白人十!]c，C，)ー (PyaYa十qa(!a十qbaba+qcaca
十q，ae)-Al} 
おにいて， 目的関数および制約条件の中のすべての変数 Xj については
αL/αXj~ O ， αL/αXj . Xj*=O ， Xjヰ ~O
[ただし Xj=li1，Y， Y， Ym y" A， a"α2， a' as' b1， b2 bOJ ba， bs， C， Co' CQJ C5， eである また M:貨
幣所得，Y:家計仕向量 11:;家族労働，a:労働j投入量，b 防i定資産用投入量 C:流動資産用役
投入量， (lJ b， C の 1，2 の添字はそれぞれ完成生産物，中間生産物への投入量を意味する • C， 
I1'間生産物産U:'，量 1 e: c。の外給流動資産用役， )' 完成生産物のil出量である q は価絡，a， Sの
添字はそれぞれ庭先購入，販売価格を示す 未定乗数 んのなかの変数聞には次のような関係があ
る
y=!(a" b
" 
C)， C，=g(a2， b2，め，A十九-as-(l1-(/2ニ 0，A-a，孟0，qaa>qa" 
aa>Oとき 日，=0，a，>Oとき aa=O，bo+ba-br-b，-b2=0，九十九三三0，qba>qbs， 
ba>Oとき b，ニ 0，b，>Oとき b=O，Co+Ca-C，-C=O， Co-C，孟0，qca>qcs 1 
Ca>Oとき ら=0，C，>Oときら=0，Y十九一人-Y=O，y-y， ~O ， Tya>九s
)'a>Oとき)'，=0，)'，>0とき )'0=0
1¥1 = (ty，)'+q"a，+qb，b，十q"esCs)一(九aJ'a+qaa(la十qbaba+qcaca+q，ae)
NJ， Y， )'， )'aJ Ys A， a1， a2， {la. aS1 bb b2J ba1 b51 C， COl Co' Cs' e ミ~OJ
という最大化条件をみたす最適値 Xjネが存在し，同時に非;負の不等号制約条件に関する ラグラン
ジュ乗数については
αL/a}.i孟0，αL/α}.i}.*=O， }.i* ~O (i=l ・ 4) 
等号制約条件式に関するラグラ ンジュ乗数については
αL/αん=0，αL/α}.i}.*=O， Ai*ミo(i=5… ・11)
という最小化条件をみたす最適値〆が存在することである .主体均衡の安定条件(十分条件) と
してはん を最適値 ん*に国定した湯合にラグランジュ関数 L(幻，ん*)が非負のれの全領域に関
して凹関数であり，同時にんを最適{直 . y"/~ に固定した場合lこ L(Xλ ん)の非負の んの全領域
lこ閲して凸日'，;j数であることである .このil削こ，:i:j本均衡で、ある鞍点、が存在するための必要にして十
分条件は非負の "Xj1ん の全領j或において，L(Xj， }..*)豆L(Xj汽ん*)三五L(Xλん)が成立することで
ある こ の条件をみたすよう な農家の経済活動については本~どで具体的に説明する .
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済活動の範囲をでるものではない.生産力が高く商品生産を基調として利潤を追求し，拡
大再生産をはかる企業経営とは対照的な経済活動であるところに自給基調農家の特質をみ
いだすことができる.
⑨ 家族労働の配分と主体均衡
先ず，雇用農家の場合には逓増する家族労働の主観的限界評価が雇用労働の庭先購入価
格と等しい点まで投入し，その点から労働の限界収益力がその庭先購入価格に等しくなる
まで雇用労働を入れることができる.次に雇用も被傭もしなく家族労働によって完全に内
給される農家の場合には，労働の庭先雇用労賃と庭先被傭労賃の聞において，家族労働の
主観的限界評価と労働の限界収益力が交叉する点まで家族労働だけが投入される.また，
家族労働が被傭される兼業農家は，労働の限界収益力が家族労働の庭先被傭労賃に等しい
点まで家族労働が投入され，その庭先被傭労賃の点において家族労働の主観的限界評価が
さらに低い場合はその点から家族労働は庭先被傭労賃と等しくなる点まで被傭される.家
族労働の内給の利益は庭先雇用労賃と庭先被傭労賃との格差が大きいほど大幅になる.
さて，固定資産用役の配分と流動資産用役の配分と農家の主体均衡条件は農家経済経営
の特有の条件とはみられず二重価格を設定しているという差異のみで一般の企業経営でも
妥当することである.例えば固定資産用役を調達する場合は庭先購入価格が限界収益力と
等しくなる点まで調達し，拡大再生産が行なわれる.固定資産用役を調達も処分もしない
場合は二重価格の間に限界収益力が存在し，経営体の維持がはかられる.また固定資産を
処分する場合はその限界収益力が庭先販売価格をこえる場合は処分するために経営体はそ
れだけ縮少し，縮少再生産の止むなきにいたる.図表のような現実の農業経営の経済形態
のうち，家族経営に関して，自給的家族経営は，完成生産物については完全自給農家の主
体均衡条件をみたしているとみることができ，家族労働については家族労働完全内給農家
である.固定資産用役の配分については固定資産不変農家であり，流動資産用役の配分に
ついては流動資産完全自給農家とみなすことができる.次に本来的家族経営または狭義の
農家経済経営は完成生産物については一部を自給し，残余を販売する販売農家である.労
働については完全内給，雇用と被傭のすべての形態の農家を含み，固定資産については原
則として固定資産不変農家とみなすことができる.企業的家族経営(資本経済的経営)は
完成生産物については自給はごく一部に限らされ，全て限界生産費が庭先販売価格に等し
くなるまで生産される商品基調農家である.労働については，経営者を除く家族労働力は
全て経営者によって雇用されるものとして取扱われ，経営体を構成しない.従って，家族
の主観的限界評価が雇用労賃に等しい点まで投入され，その他は限界収益力が雇用労賃に
等しくなる点まで外給される.固定資産の配分については企業的家臨経営は企業利潤が発
生していることが前提になっている限り，固定資産調達農家であるとみることができる.
家族経営といっても企業的家族経営になると商品基調農家であるのが本質的経済活動と
なり，主観的限界評価は後退してくる.既ち，①労働についてはあらかじめ労働時間が規
定されて，労働と余暇との選択を自由に行なうことができないようになれば限界評価と限
界収益力との比較が行なわれなくなる.②家計仕向生産物については小規模自給生産が不
利になると大規模商品生産が有利になればなるほど，また庭先売買価格差が縮少するほど
商品生産に専同化する方が有利になる.その際はじめて生産物の限界評価を生産量決定の
ために選択尺度として使うことが不必要になってくるのである.
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家族労働力とはいっても，経営主，専従者，補助労働者と分化してきて，各々の役割を
担当してくる.例えば， 71<稲単作の稲作農家についてみる と， 商品生産としての水稲部門
は経営主とその也の専従労働者が従事し，自給程度の自家菜園は補助労働者によって分担
されているのが現状である.家族労働も基幹労働者は益々商品生産の影響を受けて，単な
る主観的評価にとどま らず社会的に客観化された賃金によって評価されるようになる.他
方，自給生産を担当する家族労働のうちの補助労働者は自給生産であるために自らの労働
が客観化されず主観的に評価するものとして残存しているにすぎなくなる.それは，又，
その自給生産は農地と家族労働との関係が固定しているほど農家に残存せざるをえない性
質をもっている.更に，生産力が低いほどその結びつきは強く，生産力が高まるほど弱く
なる.部分機械化段階における農業生産においては農地が固定しているとそれに一定の家
族労働を結びつけておかなければならない.このような段階においては，家族労働の強化
によって土地の物的生産カをあげることが農業所得を高める方法である.それが水稲作の
商品生産を通して発揮されたとしても，稲作の栽培期聞が 1年の内ごく限られた期間に固
定されている関係もあって， 自立可能な経営であっても経営規模が大きくなると遊休労働
が必ず生ずる.そこで農業経営において，家族労働を補合的に利用するたあの多角化が合
理的になり，補助労働者をして自給生産に向かわせるのである.それは自給菜園として種
々雑多な作物栽培となり， しかも低い収益性の生産部門を残存させている.
商品生産として行なわれる稲作農家などの自給生産部分はこのよ うな補助労働者によっ
て行なわれてし、るとみることができる 商品生産部門にたずさわる基幹労働者は稲作栽培
期聞が限定されているために遊休労働者となるのであるが，彼らは商品化された労働者で
あるのだから，兼業所得の獲得あるいは副次部門の導入を促進させる要因となる.高IJ次部
門の導入は農業生産に対する積極的な対応であり，兼業労働への流出は農業生産に対する
消極的な対応である.そのいずれの方向を選択するかは勿論，基幹労働者の主観的効用に
よって決定されるが，農産物価格の不安定，農業における技術進歩や他産業における雇用
の不安定性などが要因と なって農家戸数を固定化しているにもかかわらず農業従業人口が
減少して，兼業農家を集積していくのである.
このように商品生産一基幹労働者， 自給生産一補助労働者の対応関係は自立可能な農業
経営の一般的形態として定式化できる.兼業農家のそれが自給生産補助労働者の関係は
変らないが，基幹労働力それ自体が商品化し商品生産が賃金におきかえられて，賃金一基
幹労働者という関係になるとみることができる.しかるに，一定の農業立地を前提とすれ
ば，経営耕地の小さい農家ほど賃金一基幹労働者，自給生産一補助労働者の関係が強くな
ることは明らかな事実である.商品生産一基幹労働者と賃金一基幹労働者の最も大きな差
異は商品生産の基幹労働者ーに経営能力が要求されているのに対して，賃金獲得のみの基幹
労働者は経営者能力を必要としないことである.補助労働者は農業所得形成に少しは寄与
するが無視するほどであるのに対して，基幹労働者は農業所得形成に占める比重が増大し
てくる.このように農業経営目標を追求する主体が基幹労働者であることから，基幹労働
者以外の家族員は基幹労働者の所得を通して自己の効用が満足されるのである.基幹労働
者は農業経営目標をその範囲内において，基幹労働者を含む家族員は効用の極大を追求す
るというように二者は明確に分離されてくる.
このような主体均衡理論によって家族経営を理解し，説明することは勿論大切なことで
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あるがそれはあくまで定性的分析の域を出ないのであって，それを計量化することは困難
なことである. しかし，農業経営において利用可能な家族労働時間と資金配分量および生
産物家計仕向量が所得水準や家族員数に対応して社会慣行的に決まっており，それを効用
関数に照らして決定する必要がないとすれば，計量化の可能性が生ずる.家族(農家経済)
経営における家計と経営との融合関係を認めながらも，経営を家言十から独立した自己完了
的な組織体として認識し，計量的な農業経営分析法を適用することができるようになるの
である.
以下，次章においては，①従来の農業経営理論を整理し，②農業経営珪論にもとずいて
計測可能な農業経営分析指標を分類整理し，③農業経営理論にもとずく農業経営分析指標
を農業経営分析法によって体系化する それらの経営分析法を具体的な経営問題解決のた
めに準備された資料に適用して分析内容と解決方向を明らかにする.その際，なぜ具体的
な経営資料にかかる分析法を適用したのかを明らかにすると同時に，かかる分析法を適用
することによって，全く用いないかあるい他の分析法を用いる場合よりも有効であると認
められる根拠を明らかにする.
第二章 農業経営分析の役割と目的
第一節 農業経営分析 の役割
第一項 農業経営者の管理過程
わが国における従来の農業経営学では農業経営を静態的組織体として認識するのが支配
的であった.これはドイツ経営学の潮流をくむものである.これに対して，最近の農業経
営学では経営者の動態的経営管理機能を重視し，農業経営の本質は経営管理過程にあると
し，この経営管理過程をいかに合理化するかが重要視される.これを担当するものは経営
者であることから，経営主体としての意志決定とその成果に対する危険負担こそが経営の
本質をなすものであるとみているのである.
このように農業経営を認識すると，農業経営の管理過程は次の玉つの機能からなる.す
なわち，(1)観察， (2)分析， (3)意志決定， (4)執行活動， (5)危険負担である.意志決定は経営
目標を達成するために，何をなすべきかを決定することである.それは経営活動の最終計
画を選択することを内容とする.執行活動は計画の実現に必要な諸活動である.危険負担
の経営過程においては，実施結果が初期の計画に合致しているかどうかを検討し，経営言十
I函通りに行なわれれば初期の 目的が達成されたととになり，もし初期の目的と非常に大き
くかい離すれば，それだけ経営者の経営管理能力に欠陥があったこととして，責任を問わ
れなければならない 初期の目的が達成されない場合には，それが新たな経営問題として
設定され，その問題を解決するために， 関係資料を集め，その集められた情報によって，
経営改善の可能性とその方向を見きわめる.いわゆる経営分析活動を行なうのである.こ
の分析結果にもとずいて，経営目標と照合して各々の可能な経営活動について取捨選択す
る.このようにして，再び新しい計画が設定される.
このような経営過程は二つの意味にとられる.一つは経営者の階層関係としてとらえら
れることである.経営が大規模化・複雑化して経営者に機能的分化が生ずることを前提と
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すると，最高の経営者は基本的な方針や目擦を決定し，その経営活動を遂行するため下級
者に命令を発する意味で意志決定の主軸をなし，中間的な経営者は最高の経営者によって
決定された方針と目標に従って命令をうけて，経営を組織するがそれを自ら執行するので
はなく ，さらに下級者に命令伝達し，執行させる，そしてそれを指導監督する.この中間
の経営者は管理者と呼ばれるであろう.更に実際に労働者とともに現場で自ら執行する下
級経営者に分けられる.このように経営は管理の上位概念としてとらえられ，経営(者)一
管理(者) 執行(者)という階層関係を確定することができることである.
二つは経営者の管理過程における活動内容を次の四つの管理過程に整理することができ
ることである.すなわち，意志決定は経営者の計画過程であ り，経営者の執行活動とは経
営者が計画にもとずいて経営を組織し，指導監督することを内容とし，危険負担と観察・
分析は経営者の統制過程とみることができるであろう.このように農業経営の管理過程を
計画組織指導 統制からなる循環過程とみることができる.ここで，各過程について
吉見明しておく .
第一の計画過程は，経営目標を達成するために，なにをなすべきかを，あらかじめ設定
することである.これには目標， 目的，方針，予算，企画，実施計画， 日程計画，標準，
手続，方法などを含み，経営管理だけでなく，執行にも及ぶものである.計画設定にあた
っては少なくとも次のような基本的段階をへる.
(1) 計画を必要としている問題を明確化すること，これには第ーになにを行なおうと
するかを明らかにすることでなければならない.第二に計画設定によって解決しようとす
る問題の原因を発見する.第三に問題解決のための計画の制約条件ないし限界をあらかじ
め明らかにしておくことである.
(2) いくつかの可能な案を発見すること，先ず可能な案は経験や模倣から作られるが，
それに頼ることはもちろん危険であり，もっと多くの創意を必要とされねばならない.
(め これらの案の利害損失を比較すること.可能な計画案のそれぞれについてそれら
の案を実施した場合に， どのような結果がえられるかを予測し，予測される結果の利害損
失を比較することである.従って結果を予測するには現在存在する事実を収集し，それを
分析して，現在の状況を把握し， さらに将来の状況を予測しそれらの状況の下でのそれぞ
れの計画案のもたらすであろう結果を予想しなければならない.オーベレーシヨンズリサ
ーチの技法はこの段階で有用であることを指摘しておく
(4) 一つの案をえらび出し，最終的な意志決定を行なうこと.これは計画設定の最終
段階であり，ここで計画は現実に設定される.ここで注意すべきことは予測には何らかの
程度で不確定性を含み，事実の収集と分析が正確に行なわれでも，この不確定性を全く消
え去るわけではない.また事実の収集や分析および結果の予測には，時間，年数，費用を
必要とすることから，情報の信頼性と予測の確率を考慮して設定されねばならない.この
ような計画設定の負担を軽減するために，一つは先の階層性を利用することである.すな
わち，方針のような上位の計画によって具体的な下位の計画の範囲を限定し，計画設定の
負担を軽減することである.更には既成の標準，例えば標準手法を新しい計画の一部に入
れることである.二つは計画のために組織を利用することである.その一つは分権化ない
し委譲によって行なわれる.その二つはスタッフの利用である.このことによって単独で
は不可能な計画の設定も組織を通じて比較的容易に行なわれることになる.
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第二の組織過程は農業の経営目標の遂行にあたって，各種の活動をその性質にしたがっ
て整理し，各作業内容を明らかにする と同時に，これら各作業聞の関係を明確にすること
である.一般企業における組織活動は先ず職務の責任，責任の委譲，監督権限などが明ら
かになされる.次に生産部門組織及び組成，職能的権限とスタッフ権限，委員会の活用を
明確化される.経営規模の拡大，商品の複雑化にともなって，分権制及び事業部制が近代
企業に一般化される.
第三の指導過程は経営者の経営経済現象に対する知識が完全であり 計画が完全であり，
経営組織活動も完壁であって，また経営に協力する労働者もすべて有能で自発的協力によ
って遂行されているな らば，指導や監督を必要としない.この故に指導は計画目標を実現
するために労働者にその協力しよう とする意志を絶えず喚起することである.そのために
経営者にあっては経営者のリーダーシツプが発揮される必要があり ，労働者に対しては自
発的協力を確保することである.それには互にコミ ニケーシヨンが大切になる.
第四の統制過程は経営の活動状況またはその結果を測定し，それらの実績を計画あるい
はそれに代わる基準と比較し， それに合致させるように修正する措置をとる過程である.
この故に，統制は先ず第ーに合理的計画が前提となっていることである.第二に統制は計
商と実績とを合致させようとする経営者の配慮を必要とすることである.換言すれば統制
は実績と計画との差異を明らかにするために分析と評価は不可欠の実体と なっていること
である.通常それらの差異の原因として，経営者能力，労働者 ・作業者の作業能力，作業
者の士気，機械 ・施設の整備状況，資材購入の見込み違ハ計画自体の予想 ・前提 ・見込
などの誤りなどが考え られる. いずれにしろ，分析された事実は経営者に情報として提供
され，その差異の意義， 重要性， あるいはこれに対する措置の必要性などにつき経営者の
判断をまつことになり，経営者の意志決定のための準備活動となる.またそれは情報を提
供することから情報活動でもある.従って，統制で行なわれる分析及び評価は，①業績及
び財政状態， ②資金の保全， ③方針，標準的方法，標準手続，経営規模，構造などについ
て検討すること を含むものである.この最後は標準と実績との差異の記録とその分析をす
経 営管出昼
過程(活動)
(観察=資料の菟集・整理
情報 活動i 実績の測定
l ;， 析=
、 実績と計画又は標準との差異の測定
計 画=分析結果の選択
組織=資源の配置
意志決定活動
指導=不完全知識のために必要、 監督を含む
統制=分析と診断に続く
/¥f計画¥
統制 組織
(観察/¥指導J
情報活動 意志決定活動
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る標準原価制度として注目されている.
以上述べてきた経営過程を図示すれば前図のようになる.
図をみながら，経営者の経営過程に占める農業経営分析ーの位置づけあるいは役割を整理
してみる.経営過程における統制は次の計画を作成するために重要な過程である.その統
制の主要な内容は観察 ・分析あるいは経営比較におかれるこ とがわかる.この限りにおい
て，農業経営分析は計画準備のための分析であることが明らかにされる.次に，経営管理
過程の活動内容を情報と意志決定活動に大別すると統制過程の実体をなす観察と分析は情
報活動であると し， 計画は意志決定活動である.組織と指導は執行活動であるが意志決定
と執行活動は不可分の関係にあることから執行活動を意志決定活動に含める.このように
経営の管理過程の活動内容 (実体)を情報活動と意志決定活動に大別されるのである.従
って，農業経営分析は経営管理過程のう ち統制過程の実体 (活動内容)と なると同時に情
報活動と意志決定活動を結ぶ重要な経営過程であることがわかる.またそのように位置づ
けられる.
第二項 農業経営分析の役割
農業経営分析は経営目標の実現と計画設定のために農業経営の実態を把握し，どこに欠
陥があるかを判断すること，更に，経営の実態把握にとどまらず「処方」 に相当する経営
改善策を打ち出すための方向づけを行なうことを目的とする.いわゆる経営診断に結びつ
けるのみならず，経営問題の解決方向を与えることによって実践的な重要性をもってくる.
このように，農業経営分析を実践的な経営診断と問題解決に結びつけた場合における役
割の一つは 「現状についての実態把握J と二つは 「将来事象についての選択方向を与え
るJつまり予測するというこつの基本的役割をもっている.従来の農業経営分析は 「現状
についての実態把握」に終始して，あえて将来事象に関する選択方向としての予測に関す
る農業経営分析はおろそかにされていたといってよい.
農業経営分析の実践的役割に加えて，より本質的な役割は各生産要素の収益力がどんな
であるかを計測することにある.換言すれば，各生産要素あるいは経営全体を正しく実体
に即して評価するこ とである.
さて，農業経営者が経営管理機能を効率的に遂行するには各経営過程の重要性を認識し
なければならない.実際にどの経営過程が重要となるかは農業経営者の当面する問題によ
り著しく異なってくる.
従来までの研究成果では意志決定を中心とする計画論的接近が線型計画法の発達によっ
て著しく進歩し，一応の成果をあげている.農業経営計画は将来事象に対する経営者の主
観的予測であるのに対して，農業経営分析は先述の知くそのような予測による計画と実績
の差異から問題が設定される.そしていかなる要因が経営目標を達成するのに有利に作用
し，いかなる要因が不利になっているかを判断する. さらに， 農業経営分析は将来事象に
関する選択方向を与えることと対応して，意志決定理論としての経営計画論の発展をまっ
てはじめて経営分析の効果を発揮できるともいえるし，また農業経営分析が正しく行なわ
れることによってはじめて計画が立てられるのであって，両者は密接不可分の関係にある.
農業経営分析は以上に述べた如く経営管理過程の一過程と して認識され，それ自体の重
要な役割に加えて，他の経営管理過程との関連において認識されはじめて農業経営分析の
効果が発揮されのである.
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次に，農業経営者の管理機能を発揮する主体的能力とみられる経営者の知識状態を経営
経済事象と関連させながら分類整理しておく .
第二節 農業経営者の知識状態
農業経営経済事象を生起型に分類すると，確定事象，確率事象，不確定事象に大別され
る. 確定事象は，ただ一回の試行が生起する こと によって標本の特性値 (統計量)が確定
できて，それ自体期待される統計値=期待値になるような事象である.確率事象をもたな
い事象である.例えば，収穫前に政府によって決められる米価，契約栽培による契約価格
などがあげられる.生産量に関して確定事象は全く存在しないとみられる.確率事:象はた
だ一回の試行が生起することによっては期待値を確定することができな く，多数回の試行
が生起することによって，標本の特性値(統計量)から期待値が推定できるような確率分
布をもっ事象である. 期待値は標本の特性値 (統計量)から母数を推定するときに用いら
れる.期待値が母数を推定してハるには特性値について最良，不偏，一致推定値になる性
質をみたしていることが重要である.確率事象はさらに二つに分られる.一つは個別経営
内部においてその事象の生起する頻度が高く ，個別経営内部の生起する事象から確率分布
と特性値を知ることのできる個別確率事象である.二つは個別経営内部におU、てその事象
の生起する頻度はあま り高くないが農家群全体と してみると生起する頻度が高くなり， そ
の確率分布と特性値を知ることのできる社会確率事象である.社会確率事象は保険制度と
して確立しているために，個別経営にとっては一定の保険料を支払って経営経済変動を費
用化して個別経営を安定して維持できる場合と保険制度として確立できないために個別経
営によっては経営経済変動をきたした期間あるいは年度に直接に損失，あるいは収益と な
って，経営に不安定な要因をかかえこむことになる場合と に分け られる.個別確率事象の
例としては飼育羽数が多く 技術水準も均一化されている養鶏経営の破卵率や鶏の艶死率な
どは個別経営において，その発生回数も多くなると損失の確率が求められて， 損失を生産
費のなかに入れることができる.社会確率事象の例としては，災害保険制度のもうけられ
ている作物，家畜の災害をあげることができる.また，確率分布とその特性値が知られて
きているが未だ災害保険制度の整備されていない果樹災害などをあげることができる.不
確定事象は生起した事象の確率分布と特性イ直を経験的にまたは数量的に求めることができ
ない. したがって不確定事象は全く主観的な事象であって，保険の対象ともならず，費用
化することもできない将来のできごとである.例えば一つには琉菜，果樹，、牛肉，豚肉な
どの農産物，肥料， 農薬などの生産要素の大部分である. 二つは技術的ないしは収量であ
る. 技術的とは一定の技術のもとにおける生産係数の変動であり，収量としては筑菜，養
豚の生産費などがあげられる. 更に技術体系の変化であ り，これは非農業との関連でひき
おこ される.稲作におげる小農技術が一巡したといわれながらも，新しい技術体系は依然
として予測不可能である. 四つは農業経営のおかれている社会的法律的機能である.農業
の長期見通しにおける予測の欠如が農業政策の失敗に導くことなどがこの例に入る.上に
述べた例の中で計測できて も確率分布として知ることができないものと， 全く不可測な不
確定事象に分けられる. 計測できるもののなかには今後の資料の完備によって確率分布と
その特性値を知ることができる ものもある.
さて，経営経済事象に対応して，農業経営者が抱く 主観的知識状態は経営経済事象と表
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裏一体の関係にあるとみる ことができる.即ち，一つは経営者が将来の事象の予測値(期
待値) にもとずいて意志決定を行なう場合に完全な知識状態にあるとすれば，その事象は
結果として確定事象となる. その際予測値は一回の生起によって確定できる.二つは経営
者が将来の事象の予測値にもとずいて意志決定を行なう場合，不完全な知識状態にあると
すれば，その事象は二つに分けられる.一つは結果と して確率事象となる場合と二つは不
確定事象となるものとである.農業経営者が完全な知識状態にあれば農業経営目標を農業
経営純収益の最大におく 期待値をもっ，また不完全な知識状態にあれば純収益の最大と安
定選好との均衡化を計るよ うな期待値をもっと考えられる.
第三節 農業経営者の予想あるいは期待値の形成
農業経営分析の目的は農業経営を評価することである. それが現状を正しく評価するこ
との他に将来の経営方向を推定する こと を含むものでなければならないとすれば，その目
的は農業経営者が予想、を形成し，期待値をもっ可能性を与えるものでなければならない.
この故に，本項は農業経営分析と予想、の形成あるいは期待値との関連について述べる.
経営経済事象に関する情報がどの程度， 確実に予想、できるかによって，確実， 確率(危
険)， 不確定の三つに大別した.経営経済事象に関する情報を経営経済要因からみ て分 け
てみれば，(1)価格， (2)生産， (3)技術水準， (4)人的要因，(5)制度的要因に関する情報にわけ
ることができる.更に情報をどこから得るかによって， (1)非大衆報道と(2)大衆報道にわけ
ることができる.非大衆報道としては経営者の経験，試行錯誤，実験，他人の観察，諸情
報からの推理，簿記などがあげられる 大衆報道として農業雑誌，新聞， 商人，テレビ，
講演会な どがあげられる. このような情報から，農業経営者の知識状態に照合して予想、を
形成する.どの位の期間にわたって予想を形成するかによって情報の蒐集，分析手法が異
なる.経営経済現象の分析内容に日付に関係をもつかもたぬかというような時間的要因を
入れる場合を長期，入れない場合を短期とする.経営経済事象の将来事象に関して 1価の
期待値あるいは均衡債の存在する確定事象を静態とし，必ずしも 1価の期待値あるいは均
衡値が存在する とは限らない確率あるいは不確定事象を動態とみる.また静態・動態は経
済的関数関係(同時連立方程式における内生変数)と外生変数と時間的前後関係の変化との
関連で定義する場合もある.長短期の区分において長期が固定的生産要素の変動に関係す
る経営規模論に結びつけるのに対して，短期が流動的生産要素の変動に関係する操業度あ
るいは集約度理論に結びつけて考えることができる.時間を生産要素として考える分析内
容と，経営経済現象の生起型とを組み合せると次の四つになる.(1)短期静態， (2)短期動態，
(3)長期静態， (4)長期動態である.短期静態は将来事象に関して確実に予想されて一価の期
待値，均衡値の存在する経営経済現象である.短期動態は現実に短期間に与件の変化がみ
とめられないので分析の対象にな らない.長期静態はある期間をはさんで一時点における
均衡値と他方の時点の均衡値とが必ず存在しその聞に生起する経営経済現象を考察の対象
とする.これは比較静態とも呼ばれる.長期動態はある均衡状態から出発して時間を媒介
として将来事象において必ずしも均衡値を予想することが意図しない経営経済状態を対象
とする.短期静態に属する分析手法には種々の横断分析がある.比較静態には限界分析ま
たは活動分析で用いている ParametricAnalysisまたは Multi-stageProgramming であ
る.長期動態には Hicks，Samuelson， Harrod， Domarなどの成長モデルや同時連立方程式
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接近法などが入る.静態にあっては確実に将来を予想、できるのであるから，予想、を形成す
ることは容易である.動態にあっては経営経済事象の確率分布と特性値が知られる場合と
各個人の主観的な現象として確率分布と特性値を知るいわゆる不確定事象の場合に分けら
れる.そのうち，不確定事象における予想の形成は主観的判断によって予想に関する期待
値が計測されたとしても，経営者にとってはそれが期待値の一つであるにすぎなく ，客観
的な確率分布と特性値を持たないことは明らかである.不確定事象の主観的確率分布を構
成する特性値について期待値を計測することは局部の情報によってできるだけ母数に接近
しようとするものであって，その限りにおいてしか意味をもたない.予想の形成として期
待値を計測すを方法として次の手法が考えられている. (1)生産物， 生産要素量とその価格
に対して平均値と平均値からの偏差である分散，標準偏差を用いる.もし，収量， 生産要
素や価格がそれぞれの中で相互に独立かつ無作為に分布しているならば，平均値期待モデ
ノレは他のどのような方法よりも誤差が最も小さい これは収量期待について広く用いられ
ている.(2)過去の一定期間の農業経営経済現象(生産物，生産要素，価格)から任意に標
本を取り出し，それを一定先のありそうな結果として期待する.これは毎年の天気が無作
為でしかも独立なものとみられるところの収量を期待するのに適している. (3)収量および
価格投影法およびその逆の投影法，この典型な例として，収量と価格の関係を示すクモの
巣の理論に代表される.本年の価格が高いと翌年は生産量が増大して価格が下落する.そ
うすると翌々年には生産量は少なくなるが価格が上昇する.しかし，豊凶が必ず繰り返す
という確証はない.糾最頻度収量または価格，これは過去における最頻値が将来に期待さ
れる値としてとらえる.収量や価格が正規分布しておれば平均値法と同じである.しか
し，他『の分布型になり歪度をもっている場合には最頻値からの偏差は平均値からの偏差よ
り小さくなる.このような場合は平均値よりも有効な予想を形成することができる. (5)移
動平均や直線趨勢の延長は短期の意志決定にとって有効である.(6)正常期間または類似期
間や先物価格の使用などをあげることができる.
第四節 市場条件に対応する経営者の行動様式
農業経営者は自己の農業経営から得られる経営情報資料の分析結果のみならず，農業経
営(者)のおかれている市場条件によって影響される ことは明らかである.農業経営過程
は問題発見と観察，分析，意志決定，行動，危険負担からなる循環過程とみることもでき
るのであるが， どのような意志決定をするかはEのような行動がとられるかに関係するこ
とを考えると，農業経営活動の内容となる購入と販売の種類と数量を決定するには農業経
営目標とならんで，経営者の行動様式が基本的重要性をもってくる.それは農業経営のお
かれている社会経済的条件によって行動様式は限定される 行動様式を類型的に理解する
と次の通りになる. (1)農業経営者が数量調節者として行動する様式である.大多数の家族
経営は市場に対応する場合には，農産物及び生産要素の価格は所与の大きさとして受け取
り，価格に対しては何ら影響を及ぼさないものとして認識される.農業経営者が決定する
のは所与の価格に対してどれだけの数量を販売しもしくは購入しようとするかを調節しう
るにすぎない.従って生産物と生産要素の数量は経営者自体の栽量によって決定するので
あるから，それらのの数量は農業経営の指令ノfラメーター (限定パラメ ーター)といわれ
る.完全市場を前提する場合の農業経営者の行動様式がこれに当るとみることができる.
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読菜，果実，養豚，鶏卵の生産はこの類型に属するとみられる. (2)ある生産物を供給しよ
うとする経営者が自己の栽量によって，ある生産物の販売価格を決定することができ，こ
れに対してその価格でそれを購入する数量を決定する その際，供給者は異なる諸々の価
格の高さにおいて， もっとも確からしい予想販売量を対させる価格と予想販売量との間の
関数関係を設定することができる.従って供給者にとっては価格は指示ノξラメーターであ
り，数量は予想パラメーターとなる.このような行動様式を一般に推測的価格販売量関数
にもとづく価格決定である.更に，もし供給者が彼自身の指令ノξラメーターにのみ依存し
てその販売量を決定しうるならば，彼は独占的に行動している.他の少数の供給者の指令
パラメーターにかかわりをもっ場合彼は寡占的に行動するし，寡占的に価格は決定する.
.他の供給者が多数いてそれらの供給者の指令ノfラメーターにまでかかわることはないが，
彼の直面する需要曲線が右下りである場合には多占的に行動しているといえるのである.
独占の例としてはたばこ，塩などの専売公社をあげることができ，多占の例としては牛
乳，ビールなどの業者にみることができる.直接，農業生産者にみることは困難である.
(3)， (2)とは逆にある生産物の供給者の価格の代りに数量を決定する場合におきかえること
もできる.これにも同じく独占的と多占的な数量決定をすることができる.農業ではめっ
たにこの例をみることはない. (4)ある供給者が生産物の価格と数量を同時に決定し，購入
者に受諾か拒絶かの選択だけまかせる.この例も農業にはあまりみることはない. (5)交渉
や闘争の戦略によって価格あるいは数量が決定される場合，この代表例としては労働組合
による賃金値上げや，近年における米価にみることができる.分析方法としてはグーム理
論が利用される.
第三章 農業経営分析指標の基礎的考察
第一節 農業経営の課題と分析指標の設定
農業経営の分析指標を設定する前に，農業経営に対する問題意識を明らかにしおく必要
がある.そのために我が国の現在の農業経営の課題とその方向について模型的構想を示し
ておく.それによって，次節の分析指標の意味を問題意識とその問題解決との関連で理解
することができると考える.そこで，我国の現在の農業経営は家族経営であるとして，次
のような模式図を設定する. (次頁参照)
家族経営の目標は農家の家族員の効用を極大にすることにあることは明らかで、ある.そ
れには農家所得と余暇を得ることによって達成されるであろうと考える.今，余暇は社会
標準として確保されているとするならば農家所得を増大することにのみ依存することにな
る.農家所得をうるには家族労働を農業と兼業に配分する.家族労働を兼業に配分するこ
とは農家の消極的対応である.それは農業と非農業とのこ重構造にもとずく所得格差から
生ずる対応の仕方である.すなわち農業外部の雇用条件の不安定，農産物価格の不安定農
業生産の不安定に起因する.更に農業を適職としなし、職業選好の問題などによって，農業
人口の減少をともなうが，農家は離農までにいたらず固定化する.そのなかにあって，生
活水準はと昇する. しかしそれは農家所得に占める農業所得の割合が低下するなかで出稼
ぎ，在宅兼業などの兼業所得により多く依存せざるを得なくなることにおいて可能なので
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次に農家本来のまたは農家の積極的対応である農業経営の課題とその解決方法について
模式図を参照 しながら述べる.
農業所得または農業経営純収益を噌大する第一次接近 として次の三つをあげることがで
きる.先ず経営主体の確立である.二つは客体的経営活動の問題として労働及び土地生産
性(収益性を含む)の向上である.なお資本生産性については資本が労働や土地のよ うに
本源的生産要素ではな く本源的生産要素より つくられた ものであって生産 された ところの
生産手段である.従って資本生産性を特 にこの模式図では明記しなかが，労働生産性を問
題とする際に陰伏的に含められるもの として取り扱う ことにする.三つは庭先販売価格の
向上と庭先購買価格の節減と いうつまり価格獲得力の強化である.
さて， この模式図の基調は家族経営から農企業経営の発展方向をた どるところにある.
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それには生産費を低下させるとい5経済性を高めることが一方に要請されながら他方にお
いては農業経営の収益性を高めながら，経営規模の拡大を実現することである.我国のよ
うに零細農耕制において， 経営規模を拡大すること は経営問競争を激化し，その調整を計
ることが必須となる.農業経営純収益の増大は収益性を高めることであり，それは価格獲
得力に依存する.従って， 高い生産物価格によって実現される収益性の向上と生産費の低
下を内容とした経済性を高めることとは必ずしも同一方向をたどるとは限らない.模式図
では同一方向をたどるものと考えている.
更にこの図では農業経営純収益を増大するための第一次接近の三つの問題を解決する対
応策として改善主体からみて次の三つに分割している. 一つは個別経営の活動による改善
策である.二つは営農団地または地域としての対応策である.三つは行政的措置である.
農業経営の課題をこのように三つの問題と三つの対応策に二分類することができる.
先ず農業経営主体の確立の問題であるが， その個別経営の改善策としては農業経営者が
農業経営経済現象に対する正しい認識と農業に関する意欲 incentiveを喚起し，将来事象
についても予想を形成する能力を養うことである.営農団地及び行政的措置は農業教育ど
普及活動を充実し，企業農にめざめた農業後継者の育成をはかる こと である.
次に，生産性のうちで，労働生産性の個別経営の改善策あるいは労働生産性形成要因は
労働手段または労働節約技術の進歩を媒介と して，労働手段を高度化するこ とである.そ
の実態は農業機械化による資本装備率の向上である.更に経営耕地規模を拡大することで
ある それを可能にするには農地の流動化が行なわれていなければならない.この二つの
要因は経営問競争を引き起す重要な基本的要因となる.労働手段の高度化と経営耕地規模
の拡大は労働作業管理の合理化によって労働の許容力と労働能率の向上に結びつける必要
がある.
土地生産性の向上に関する問題の改善策あるいは土地生産性形成要因は労働対象または
労働集約 (増収または土地節約)技術の進歩を媒介として，一つは労働対象の合理的利用
をはかることである.すなわち，肥料，農薬，動力燃料などを最適生産性が確保されるよ
うに投入するこ とである.二つは土地利用を高度化する こと であって， それは反収 の増
大，作物品種の選択組合せを適正にする.この二つの基本的要因によって，経営耕地の集
約度を高度化する必要がある.このような意味の集約度を組織集約度と呼ぶとすれば労働
作業管理の合理化は一定の労働手段と経営耕地規模における管理集約度であるとみること
ができる.組織集約度と管理集約度は土地利用共同，土地利用手段共同 (労働手段共同)，
労働力利用共同，生産物利用共同によって経営の総合力が発揮される.生産理論では土地
と土地利用(労働手段)共同は補完または補合関係として把握し，労働力利用共同は補合
関係， 生産物利用共同は白給生産の理論が対応する.
三つは価格獲得力の強化に関する問題である.その個別経営の改善策は販売 ・購買の合
理化である.これには生産物，生産要素市場の動向を察知するこ とによって庭先販売価格
を高め，庭先購買価格と流通経費を軽減することが必要である.
以上， 経営主体の確立を除き，生産性の向上と価格獲得力の強化の問題については， 個
別経営の改善策の側面から述べてきたが，次にそれらの営農団地，地域また行政的措置の
側面の経営外部からの形成要因についてみる.労働と土地生産性を向上させるには長期的
には経営規模の拡大と短期的には経営集約度の高度化が必要である.経営規模の拡大と経
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営集約度の高度化の両方向の同時追求は現実的に容易に達成し難いことではある.いずれ
にしても，前述の如く，経営規模を拡大するには労働節約技術がその効果を発揮するのに
対して，経営集約度を高めるには労働集約技術がその効果を発揮する そうであるとして
も，今，農業生産力の本質と目的が単位土地面積当り生産量を高めて国民の食糧の供給を
確保する ことにあるとして，農業生産力の増大のために経営集約度を高めることによって
短期的な達成をはかる場合に，その効果が発揮されるのが通例であって，経営規模の拡大
によって長期間を必要とする場合には強固で継続的な保護政策を必要とする.この故に農
業生産力を増大するために経営規模の拡大かそれとも経営集約度を高めるかは労働力と資
本財利用をめぐって国民経済における長期展望と個別経営の収益性とが調和のとれた発展
を意図する考察も必要となってくる.農産物の輸入依存度が高まり，農家労働力の流出と
労働節約技術の進歩と相侯って，資本装備率の高い近代的にして企業的な農業経営の確立
がますます必要とするなかで，農産物の輸入依存度が高まるあまり，国内の農業生産力の
形成が見おとされはしないかどうか問題となる現状である.いずれにしろ，経営規模の拡
大は必須となり，それには経営間競争をともなう.従って，この面における地域的な対応
策はこの競争原理の上にたって，農法と生産組織を確立することによって農業経営の企業
化と同時に，国民の食糧の供給の確保と結びっくことになる.それには行政的措置と して
近代化施設と土地基盤の整備がはかられねばならない.
また経営集約度の高度化と価格獲得力の強化は地域間競争とその調整をともなう. この
面における地域的な対応策は主産地形成と価格流通組織の確立である.そのために行政的
措置として生産物 ・資本財市場の整備と価格の安定策がとられねばな らない.
このように農業経営純収益の増大という農業経営目標を実現するために，第一次接近と
して経営主体の篠立，生産性の向上，価格獲得力の強化が必要である.そのために個別経
営における改善策のような経営内部の要因と地域的対応策，国家行政的措置のような経営
外部からの促進要因とが相互に相乗効果を発揮させることである.そしてその相乗効果は
農業経営目標の達成と国民経済の発展につながらなければならない.
さて，農業経営の現代的課題の模式的な説明のなかに，農業経営目標の実現と解決手段
に対して具体的に計測可能な分析指標を設定することが必要である.それを次節で述べよ
う.その場合，勿論，農業経営に関する理論的背景を持つ必要がある.例えば，農業経営
規模と経営集約度に関してはそれぞれ経営規模理論，経営集約度理論であり ，各生産要素
の収益力の計測に関しては農業経営評価理論，作物品種の選択組み合せに関しては選択
理論，地域間競争に関しては農業立地理論，農業経営の主体の確立に関しては主体的均衡
理論や意志決定理論，農産物の販売，農業資材の購入に関しては市場論である.これらの
農業経営の理論をも背景としながら農業経営分析指標を設定し，その意味を吟味する.
第二節 農業経営分析指標の種類と意味
第一項農業経営成果指標
農業経営分析は形式的には農業経営の現状を把握し，将来の経営活動の方向を予測する
ことにある.現状の把握は経営目標と比較してその差異となる要因を明らかにすることと
その要因と経営全体の収益力を評価することである.その上にたって，経営成果の良否を
判断する.つまり診断することを含むものと解する.そして分析はそれにとどまらず現状
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把握にもとずU、て将来の経営活動の方向を予測して，経営者に処方を提示するのである.
更に換言すれば，農業経営分析は本質的には農業経営目標がある経営条件下である経営活
動を採用した際にどの程度達成されるか，つまり経営条件一経営活動と組合せて経営目標
達成程度との聞の因果関係について一般法則を明らかにすることである. しかも経営分析
はその分析結果から当面する農業経営問題の解決方向を示すものとして，いくつかの方法
を示し，農業経営者にそのなかから農業経営目標を実現するために最適な方法を選択させ
ることを意図しているとみることができる.その際，要因 ・成果の因果関係の外に，農業
経営目標として設定される成果指標聞の序列並びに相互依存関係，農業経営成果の形成要
因となる農業経営手段 ・方法の経営条件を示す要因指標と経営活動を示す要因指標などの
要因指標間の関係も考慮されなければならない.
先ず，農業経営目標となる成果指標としていかなる指標が考えられるか，またその指標
はどのように理解されるかを間いながら次に考察する.成果指標として次の四つがあげら
れる.即，収益性，生産性3 経済性と安定性並びに流動性に関する成果指標である.
収益性は農業生産の永続的組織体である農業経営体を構成する生産要素に対する純収益
力の大きさを示す指標であって，これは農業経営体を構成する生産要素の性格によって区
分される.理念的農業経営の経済形態別に収益性指標を吟味する.
農企業経営 (正確には資本主義農企業経営)は労働市場から提供された労働に対して労
賃を支払ハ物財資本市場から提供された物財に対して物財費を支払い，生産物市場には
生産物を提供して生産物販売収益(粗収益)をえる.このように外給をえて費用要素とな
るのは労働と物財用役であり，資本は全て内給される.従って，農企業経営純収益(正確
には総資本利用経営純収益) =粒収益一 (物財費+労働費)となる.
農企業経営の収益性を高めることは総資本に対する農企業経営純収益を高めることであ
る.次に集団農業経営(または社会経済的農業経営)は労働と資本が全て構成集団から出
資される.経蛍{本は資本用役，土地用役，労働を内給する.従って集団農業経営の収益性
は集団農業経営純収益=組収益 物財費となる.この収益性は労働，土地用役， 資本用役
に対する報酬であって，これは農業純生産額に等しい.
その他，土地のみが内給される経営体である土地利用経営は土地利用経営純収益が収益
性を示す また，労働力利用経営，経営者能力利用経営などの収益性を理念的に考えるこ
とができる.
現実的な農業経営の経済形態、は理念的な農業経営に若干の修正を必要とする.例えば現
実的な農企業経営は総資本が全て出資されて内給されることはなく，一部に借用され，経
営体を構成しないことが多い.現実的な農企業経営の収益性は現実的農企業経営純収益=
粗収益 (物財費+労働費+借入土地及び次本用役費)となる.従って農企業経営は自己
経営地用役，出資 (自己)資本用役と経営者能力の内給生産要素に対する純収益の極大を
追求して行動する.
最後に，家族経営の収益性は家族経営純収益=粗収益一(物財費十雇用労賃+借入地代
+借入資本利子)となる.これは家族の効用概念から隊れて，経営体のみの収益性指標と
して把握している.その経営体は家族労働力， 自己資本財と自己経営地を内給する. しか
し，借入地代 (小作料)のうち，耕作権が確立していることから表土権は経営体を構成す
るとみることもできるので外給された費用とみない場合も考えられる.このよ うに収益性
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は農業経営の経済形態によってその内容が性格づけられる.
ここで注意しておきたいことは，例えば家族経営であっても，更に経営体を構成する各
生産要素に帰属する収益力の大きさを示すことができ る. 既ち，労働収益力，土地収益
力，資本収益力あるいは家族労働力収益力，自作地収益力， 自己資本収益力である.この
ように分解して把握する場合には，農業経営者がいかなる経営収益性を当面の問題を解決
する場合に重規しているかによって，それらの収益性の聞に序列関係を設定することがで
きる. しかし，これらの各生産要素別の収益力は経営体に帰属する各生産要素の混合した
経営純収益に影響する要因とみられることから，補助的成果指標あるいは効率要因指標と
して把握するのが妥当と考える.その場合，農業生産は各生産要素が独自に機能するばか
りではなく，各生産重要素が結合された機能の結果として行なわれるのであるから，各効率
指標問の関係を無視する ことはできない.
次に，生産性の成果指標についてみる.生産性は各生産要素に対する物財を除いた純生
産要素に帰属する収益力=生産要素単位当り純生産額の大きさを示す.労働力生産性なら
ば労働力数に対する純生産額または生産量，土地生産性ならば経営耕地面積に対する純生
産額(生産量)，資本生産性ならば資本量に対する純生産額(生産量)を示す.これらの指
標は集団経営の収益性を示すことにもな り， 国民経済的には特に労働生産性が国民経済の
発展の指標として重視される.同時に国民経済と個別経営との連続性をみるために用いら
れる.
さて，生産性指標と農企業経営の経営目標との関係にふれておく .農企業経営の経営目
標は農企業経営純収益であるが，それを他の経営と比較するために農企業経営純収益を総
資本で割った資本純収益率(資本収益力)におかれる.従って労働は資本主や経営者によ
って雇用されるのであるから外給費として取り扱われる しかしながら，農企業経営とい
っても労働者の参加と協力によって生産されるのであるから，資本主や経営者に対する収
益力，すなわち，資本主はその出資した資本用役に帰属する資本利子収益力であり ，経営
者はその経営能力に対して給付される 経営者報酬が残余報酬として確保される.それの
みならず，労働者の利益も同時によく確保されるように農企業経営は管理，組織，運営さ
れねばならない.つまり，資本のみなず労働力も経営体を構成するのである.このような
見解を堅持する場合には，その経営目標は社会化されるこ とになるのであって，この場合
には，経営目標は共同経済的生産性(=経済性)である.
また生産性は各生産要素に対する物的粗生産の大きさを示す場合もある.即ち， 10 a当
り，玄米量や 1人当り玄米量などで示される.これは単作経営に良く妥当するが複合経営
では不適当である.このように生産性は社会経済的経営の成果を示す指標であると同時に
物的な生産力の測定に用いられる.
なお， 生産性指標も成果指標を示すと 同時に補助的成果指標あるいは効率要因指標を示
す場合がある.それは経営体を構成する生産要素に帰属して機能的収益力を示す農業経営
純収益が最終的な経営成果指標であるとし，それ以外の成果を示す指標はすべて補助的成
果あるいは効率要因指標とみるからである.
第三に経済性を示す成果指標である.経済性は共同経済的な生産'性の概念を含む外に需
給均衡値としての価格，個別経済にとっては生産物単位当り生産費が含まれる.従って，
これは経営の対外的な合理性を追求するものとみられ， 正しし、収益性という分配正義性が
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加わって示される概念で、あり，その指標を示す.例えば独占価格や管理価格は自由な競争
を制限して高い利潤をえるものとして極力さけなければならない.また農業における過保
護による価格支持政策は消費者の犠牲があまりにも多きく ，また需要に応じた食糧の供給
を困難にしかねない.個別経済は本来の収益性を追求するのであることから分配正義性が
加わることによって，個別経済は社会全体の厚生と合致するものとして概念づけられてく
る. 農企業経営が本来追求する経営目標である資本収益率(資本収益性)は国民経済の全
体の成果指標となる労働j生産性の増大を保障するものでも，生産費の低下や分配における
正義性を含む経済性の要請に答えるものとも限らない.静態下における自由経済lこない，
現代の独占資本主義下において，収益性，生産性，経済性の運営成果指標を示めす指標聞
に矛盾がないとすれば，それは一つの理想として表わされるにすぎない.
最後に，安定性と流動性を示めす成果指標は個別経営にとって財務の安定性と資金の流
動性を示し，国民経済にとっては景気変動の安定を示す.その中で国民所得の安定が最も
重要である.流動性は資金並びに資源の流動性を示す指標である.
これらの経営成果指標は当面する経営問題の性格によって，各経営成果指標を体系的に
序列を定めて経営成果指標を調整する.その調整された経営成果指標にも とずいて予想が
形成される.それによって経営目標に関する意志が決定されるとみることができる.例え
ば短期静態を予想して意志を決定しようとすれば収益性を高める こと が重視される. 生産
性，経済性は収益性の補助的成果指標となり，安定性と流動性に関しては全く考慮されな
い.次に，比較静態または長期動態、では収益性は勿論，他の四つの指標に関しても同等に
考慮する必要がある.特に，長期動態になると景気変動や資金並びに資源の流動性が直接
研究の対象として重視されてくる.景気変動や資金並びに資源の流動性は個別経済の財務
の安定と資金の流動性に影響を与えることは明らかである.経営成果指標の重要さの程度
は経営成果指標を単に短期か長期かを選択する場合においても異なってくる.更にそれが
成果指標に及ぼす要因指標の処理方法の相異となってくる.すなわち，短期では集約度に
関する要因 ・成果指標が重視されるのに対して，長期では集約度のみならず経営規模に関
する要因 ・成果指標も重視されてくる.
第二項 農業経営成果に影響する要因指標
農業経営要因指標は経営成果と の問に因数的関係と関数的関係が存在する.因数的関係
は経営成果が要因指標聞の加減乗除によって直接的に表現される関係である.関数的関係
は経営成果と要因との因果関係が加減乗除で直接的把握することができないが，ある媒介
項を ともなって表わされる関係である. 経営成果と要因指標と のこつの関係は経営分析方
法のなかで述べられる.ただ因数的関係は加減乗除と いう数量的に把握される関係にとど
まらず， 設述的な因果関係で説明されるものをも含むものである.しかし，本論は主に数
量的な因数関係に重点をおいている.
いずれにしろ，本項では基本的な農業経営に影響する要因指標について述べることにす
る.このような要因指標を利用して，当面する経営問題を解決し，経営目標を達成するよ
うう に要因指標を分類整理する こと である.更にそのよう な要因指標の種類と意味を確認
しておくことによって，農業経営の構造と組織に相応して農業経営者の意志決定がいくら
かでも正確に行なわれるものでなければならない.経営で用し、られる生産要素や経営資源
は各要素や資源の性格や特質から決定されるのが原則である.しかし統計学上では種々の
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母集団(農業経営全体)から標本を抽出し，確率的な意味で同質性が検定されるかどうか
によって分類される.農業経営分析においては，統計的な操作を行なうことが不可欠であ
るこ とから，多少と もこれと類似した手続きをする場合がある. いずれにしろ， 本項では
前述した我国の農業経営の課題を模式図に示したが，その課題と問題解決方法を実際の指
標としてとらえる ことである.
農業経営目標を実現するには，先ず短期間に実現する方向と， 長期間かかって実現する
方向がある.短期間に実現する指標は経営活動を示すものからなり，それは主に経営集約
度を高めることに関係する.長期間かかつて実現される指標は経営条件に関する ものから
なり，それは主に経営規模を拡大することに関係する.更に経営集約度は作業労働 ・管理
を合理化する管理集約度の方向と， 作物品種の選択 ・組合せの最適化をはかる組織集約度
の方向にわかれる.これを前の模式図と関連ずけると， 経営集約度は土地生産性の向上の
手段となり，経営規模の拡大は労働生産性の向上の手段とみることができる.経営主体の
確立と価格獲得力の強化に関する要因指標は割愛し，生産経営のみの要因指標は経営規模
指標(長期実現)と経営集約度指標(短期実現) に三大別される.更に経営集約度は組織
集約度と管理集約度指標にわけられる.要因指標は基本的に規模と集約度指標で説明され
るが，それに補助要因指標として一つは経営成果指標の経営規模又は経営集約度指標に対
する比率を示す効率指標と二つは経営規模指標間，経営集約度指標間，経営規模と経営集
約度聞の比率で示される受容力指標を設定するこ とができる.例えば，効率指標として経
営規模の効率の程度を示す固定財資本あるいは土地効率指標，経営管理集約度の効率の程
度を示す労働効率， 組織集約度の効率の程度を示す生産率な どである.受容力指標と して
は資本装備率，労働集約度(経営耕地10a当り投下労働量)などがあげられる.
以上述べてきた要因指標を表示すれば下の通りである.
経営成果
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流動性
????
?
??
?
?
?
?
? 「
?
?
?
?
?
?
??
??
?
?
?
????
???
???」
?
??
?
，
?
?
，
??
?
?
??
?
? ?
???
??
???
????
?
?
??
?
???
?
?
、?
?????
?
?
?
?
?
?
?
? ? ?
??
??
?
?
??
?
?
??
?
?
?
??
??
?
????
?、
??
??
?、
?
?? ??
?
??
?
?
?
???
上表を参照しながら，次に各要因指標を順次吟味すこ ると にする.
① 経営規模とその指標の吟味
1 )技術的規模関係
A)経営規模の定義 :農業経営規模理論において，一つは技術的規模関係の関数
として問題にされることである.二つは不確実性と資本市場の関数としてである.農業経
営規模は農業経営で用いられる全ての経営要素が変化するこ とができる条件のも とでの経
営成果の性質を考察の対象とする.農業経営規模とい う場合に， 社会全体から問題とする
714 
農業経営分析法に関する基礎的研究一一加藤 97 
場合には生産力形成として，また国民の政治的安全弁として，大規模経営か小規模経営か
ということに関心をもたれることがある.いずれにしろ，大小農論においてその有利性に
ついては未だ決着がついていない.
純粋の経営規模関係は全ての生産要因が可変とした場合の経営成果との長期的な生産関
数を前提としている.生産要素は1つの集合体で、表わされた同質的要素と考えることがで
きる.それに対して，生産婆素の一つが固定されている場合においては生産要素の構成比
率が変化する.このような短期の生産関数を前提とする経営集約度と区別される.経営規
模は集合体と しての総投入量と産出量 (経営成果)との関係と してとらえられる.従って
生産要素の構成比率の変化と経営成果との関係として把握されるのではない.この故， 一
定の土地面積における肥料の追加投入との関係から導出される収獲逓増，一定，逓減の関
係ではなくて，土地，労働，資本の構成比率が一定で同時に追加投入される場合の経営成
果との関係における収獲逓増，一定逓減を意味する. しかし，生産要素比率一定という仮
定は実践的には成立しがたい抽象的規定であり ，一つの生産単位とみられる生産要素の集
合体の倍数的増大しか考えられない.もし考えられるとすれば経営者能力の差異をどのよ
うに把握するかに依存するであろう.
B)生産理論における経営規模の基礎的概念
i)以上述べてきた経営規模の定義にもとずいてそれを数式化して説明する.
先ず経営規模を生産関数の側面から考察する.規模に関する収益(産出)効果は全ての
生産要素比率一定=全ての生産要素の投入量を同じ比率で増加した場合に産出量がどのよ
うに変化するかに関する関数関係と して示される.産出量が投入量と同じ増加率で増加す
る場合は規模に対する収益不変であり，産出量が投入量の増加率以上の比率で増加する場
合は規模に対する収益逓増であり，産出量が投入量の増加率以下の比率で増加する場合は
規模に対する収益逓減である.
同次の生産関数によって規模に対する収益効果を示すことにする.
変数九九 一Xm よりなる関数 !(x" x2，・ー，xm)があり 11個の変数の各々が一様に任
意定数(未定乗数)えをえ 倍された場合，関数の値が，
!(J.x" ?'X2，"， ?'Xm)=?r!(X" X，"， X"，) 
のように，もとの関数の値の Y 倍となるならば，この関数 !(X" X2，・"，Xm)は m 元 r
次の同次関数であるという . 1'>1であるならば規模に関して収益は逓増し， γ=1 であ
れば収益は一定 1' <1 であれば逓減する • l'次の同次関数の偏導関数をとってみる.左
辺をねについて偏微分すれば関数の関数に関する微分の公式を適用して，
?'!，(?X" ?X2，・ ?X閉 )=?r!，(X" X2，"， Xm) 
この式を Aで除するとと
fμ1・"?X2，…， ?X間 )=?r-'!，(X"X"・ー，Xm) 
となる.これは (1'-1) 次の同次性を示している.従って，生産関数が 1'=1の一次同次
であるならば，変数九九・ Xm の限界生産力は零次同次である.すなわち投入量が一
様に同一比率で変化した場合に限界生産性 (限界収益力)は変化しない.すなわち
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fm(x" Xν・・，xm)=fm(}.x" }.X2，"'， }.Xm) 
したがって，限界生産力は変数 X" 九 一，Xm の投入量の比率に依存する.次に，γ<1の
同次関数であるならば，変数 Xlt X2，…Xmの限界生産力は真分数次の向次となり ，投入量
が一様に同一比率で変化した場合に限界生産力は真分数だけ逓減する.すなわち，今，整
数を 1，nとし m>nが成立しているとするとき， 1'-1<0 について 1'-1=n/111<0
と実数で表わすと }.r-'=l/号J-}. となる すなわち，変数 X1，%2"" Xmの投入量が
一様にえ倍だけ同じ比率で変化したときに，限界生産力は 九J} となり投入量の
え倍よ り少なく 逓減する.生産関数が 1'>1の同次関数であるとき，変数 X1，X2，・ Xmの
11 偏導関数の次数についてみると，1'-1>0となり，今，1'-1=一 >0と実数で表わすと
η 
y l=3-J Aー となる すなわち，変数 X1，X2，"Xmの投入量が一様U 倍だけ同じ比
率で変化したときに限界生産力は与J三 一 となり，投入量のえ倍より大きくなり，規模
に関して収益が逓増する.
したがって，限界生産力は変数ぁ，X2，・ X問の投入量の比率のみではなく l'の大き
さにも依存することがわかる.
以上述べた性質を同時にみたす生産関数として三次式をあげる ことができる.また各効
果を別個に性質を知るにあたって最も広く使われて い る同次の生産関数の一つは Cobb
Douglas関数 Xa=AXα1XF2 である.
今，ある費用方程式を制約条件として生産量を最大にする均衡条件を求める.簡単化の
ために，農家をとりまく市場条件については，原子論的競争によって近似する.従って生
産物及び生産要素価格は所与とする.一生産物=生産要素の場合にっし、て述べる.生産物
を XA，その産出量 Xa，二つの生産要素をそれぞれ X."X2その投入量 Xh X2 とする
生産要素の価格をそれぞれム，P2 とすると.
生産関数 九 =f(x" X2)を
費用方程式 C=ムX，十ρ2X2
の制約条件のもとで最大にするには，未定乗数法を利用すると次のラグランジユ関数を最
大にすることと同じである.
L=f(x" X2)+μ(CO_ρ，X，-P2X2J 
ただし， μはラグランジユ乗数である.この場合のラグランジユ乗数μの意味を考える.
そこで費用方程式を全微分して，dC=ρ，dx，十P2dx2となる.一階の条件から ρ，=f，/μ.
ρ2=fdμ を代入すると dC=l/p.(f，dx， + f2dx2)となり，他方生産関数を全微分すると dXa=
f，dx，+んdらであるから，
dxa/dC= μ_f~hf.μ~μ 
r f，dx， +f2dx2 
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となる.つまり ，生産費用当りの限界生産力を示す
X1， X2，μに関する一階の偏導関数を求めて，それぞれゼロに等しいとおく.
αL/αx，=f，μρ"αL/αx2=f2一μ:T2'αL/αμ=CO-T，x，一ρ2X2
最初の二つの方程式につU、て
μ=f，/ρ，=ん/ん orf2/九=ρ2/ム
が成立する.
ここで，生産関数の全微分を求めると
dXa = f，dx， +f2dx2 
最大点においては dXa=Oであるから，
-dx2/dx， =f'/.ん
が成立するから，前式とから，
-dx2/dx，=f，/f2=ρ，/ρ2 
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すなわち，最大値に関する一階の均衡条件は生産要素の技術代替率と その価格比率とが等
しいこと を示す.もし ρ1ん>ρ2f，のと きは x2の生産要素の投入量を増加することであ
る. また ρ，f2<ρ2九 のときは .x，の生産要素の投入量を増加することである.均衡条件
について，幾何学的に解釈すれば，最適投入量はごつの生産要素の投入量を座標軸にとっ
てえられる.すなわち，最適投入量は等生産量曲線と等費用線との接点である.この接点、
の軌跡から投入量の拡張径路線をえることができる.一次の同次関数が前提されるときは
拡張経路線は直線となる.
i)次に経営規模を費用関数の側面から考察する. 費用関数は最適な生産要素
の投下量の組み合せが既に解決されている とこ ろの費用と産出量との関数関係である.つ
まり ，各産出量水準が最適規模の経営で生産されているということが前提されている.費
用関数は次のようにして導出される.
先ず生産関数，費用方程式，拡張径路関数をそれぞれ次のよう に設定する.
生産関数 九=f(x" x2， k) 
費用方程式 C=ρ，x，+んら+cp(k)
拡張径路関数 O=g(xll x2， k)
ただし， hは短期における固定費用であって，規模に関して増加関数である.また等量曲
線の形， 等費用線の形， 拡張径路の形はhがと る{直に依存する.
これから費用 C を生産量九の関数にするための手続きとして，先ずめ，X2 を消去
して，
C=ゆ(xa，k)+<p(/?) 
をう る. これを陰関数しとて，
C-ct(xa， h)-<p(k)=G(C， xa， !?)=O 
と表わされる.これを hに関して偏導関数の値をゼロ に等しいとおく ，
Gk(C， xa， h)=O 
上式の陰関数と hの偏導関数から hを消去して C と九の関数として表わされる.
こjもを
C=rt(Xa) 
とする ここで固定費用の変化によって移動する短期の費用関数を包絡する線が長期の費
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用関数を構成するのである.
さて，産出量の価格九であるとき，手IJ潤は
π=九Xa-if;(Xa)
の式で表わされる.利潤 πを最大にするには πを Xa に関して微分した導関数を零に等
しいとおく.
dπ/dxa=ρー グ(Xa)=O
これから，限界費用ダ(Xa)を右辺に移項すると
ρ=グ(Xa)
すなわち， 一定と仮定された生産物価格と限界費用とを等しくすることによって，一階の
均衡条件を うる.もし九<グ(Xa)の場合は生産要素の投入量を減少しなければならない.
九>俳句Xc)の場合は生産要素の投入量が九 水準になるまで増加しなければならない.利
潤最大の二階の条件は
d2π/dxa2= -d2C/axa2<0 
である.これに -1を乗じて，cl2C/dxa2>0とする.
すなわち，利潤が最大となる産出量の点で限界費用は逓増していなければならないこと
である.経営規模を生産関数の側面から考察したときには一定の比率で結合している生産
要素の大きさをもって経営規模とし，経営規模に対する産出あるいは収益効果を三つに区
分するこ とができた.今，経営規模を費用関数の側面から考察するときには最適な生産要
素の結合が成立していることを前提として，産出量の大きさをもって経営規模とし，この
ような経営規模に対する費用に及ぼす効果をも三つに区分する ことができる.すなわち，
経営総費用が産出量と同じ比率で増加するときにはそのときの産出量規模に対する経営総
費用は不変である.経営総費用が産出量の増加率以上の比率で増加するときには経営総費
用は逓増するといい，経営総費用が産出量規模の増加率以下の比率でしか増加しないとき
には経営総費用は逓減するという.このよう な経営総費用の三つの型のすべてを表わすと
すれば三次式があげられる.すなわち，先ず産出量が経営総費用に比してあまり多く増加
することによって費用が逓減し，次に次第に産出量の増加と経営総費用の増加が一定であ
る段階を通り，最後に産出量が経営総費用に比してその増加がわずかであるため，経営総
費用が逓増する費用関数を示すことができる.
その場合，限界総費用と平均総費用の増減一定関係をみる.限界総費用は経営総費用の
一階の微分であって，経営総費用が逓械的に増加するときに逓減し， 一定のときに最底と
なり， 経営総費用が逓増しながら増加するときに逓増する.今，平均総費用関数ψ(Xa)/Xa
を九について微分して，
_~_J Axat l =r _dif;(xa)←五五)_l十 L
dx~ l xa J l dXa Xa J Xa 
九>0であるから，左辺が正か負かは仁 〕内の平均総費用。(五)と限界総費用 一坐与L
X “xα
との大小関係によって決まる.
向 吹aL>95:)の場合は 127[そヂ]<0 
となり ，平均総費用は逓減する.この関係を大量生産の法則といわれる.
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間 禁L<行σLの場合はオパキL]>o
となり，平均総費用は逓増する.
β) 今JF」;rLの場合は 1nftp)]=O ax n l Xn ) 
となり ，平均総費用は最小となる.
C)経営規模指標の吟味
i )実際に，多数の標本農家からなる統計集団の統計量(特性値)として，も
し経営規模を統一的に把握できる経営規模指標が設定できるとすれば，その経営規模指標
に対して，収益(または産出量，収穫)逓減の関係があるとしても，経営規模指標を構成
する各生産要素をそれぞれ追加投入した場合に各生産要素に対して収益逓減になるとは限
らず，一定あるいは逓増となる関係が存在する.このようなことから，逆に，経営規模指
模標を統一的な一つの経営規模指標としてとらえてないために，任意の生産要素を経営規
模指標として，それが収益還減を示すからといって，経営規模が収益逓減関係にあるとは
いえない.
しかし，本来の意味の経営規模を統一的に一つの経営規模指標として設定することは困
難である.そのため，土地や固定財資本を個々に経営規模指標として用いざるをえない.
従って，経営規模の収益関係を示すであろう土地又は固定財資本を用いて経営規模の真の
収益関係であるかのごとく代表させている.例えば耕種生産にあっては土地を，酪農経営
にあっては家畜頭数を経営規模指標として代表させている.この故，本来の意味の経営規
模と各生産要素の大きさを示すにすぎない各固定的生産要素との聞に収益関係において誤
差を生じない限りにおいて意味をもつのである.
経営規模を土地あるいは固定財資本という各固定財生産要素の大きさから議近する以外
に，土地及び固定財資本などを同時に考慮して多変数とする生産関係のパラメーターを計
測することによって経営規模の収益関係をとらえることができる.例えば，代表的な生産
関数としてダグラス型生産関数を設定して，それから収益関数を推定できることは生産理
論と経営規模との関係から明らかにうかがわれる
さて，農業経営における生産は基本的には土地からの生産である.それは土地の広がり
に規定される.この限りにおいて最も代表的な農業経営規模指標は経営耕地であるとみら
れる 更に経営耕地が地域的に有限であるならばある農家の経営耕地規模の拡大は他の農
家の経営耕地規模の縮少を余議なくされざるをえない.経営耕地規模の拡大をめぐって，
農家聞に経営問競争の起るのは必然的な経営経済現象で、ある.それは労働節約技術の進歩
によって，より一層助長される(農業経営の課題とその模式図参照).農業経営耕地規模拡大
は経営耕地に対する収益関係によって判別されるのであるから，経営耕地に対する収益力
即ち地代が経営間競争を引き起す起動力となる.この故に，経営耕地規模指標こそ最も基
本的な農業経営規模指標たりうるものと解されるのである.
i)次に経営規模を費用関数の側面からとらえる場合の経営規模と費用の経済
性について考察する.これは経営成果つまり産出量を経営規模としてとらえるのである.
その際，産出量と費用との聞に費用逓減，一定，逓増の関係が存在することを費用理論で
考察した.前述の費用理論では固定的生産要素がなく，最適な生産要素比率が既に決定さ
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れている条件における費用の逓減，換言すれば節約又は経済性であり，費用の逓増，換言
すれば浪費又は非経済性である.その他国定的生産要素があって， 生産要素比率を変化さ
せるとし、う経営集約度に規定されて調整過程をともなう場合の費用関係がある.
先ず生産要素比率が一定における費用関係を説明する.こ こでいう経済性は経営成果指
標で述べたように生産物単位当り費用の大きさであることには変りがないが，特に費用の
経済性という場合は産出量が増加するにつれて生産物単位当り費用 (=生産費)が低下し
て節約されるこ とを意味する.費用の非経済性は産出量の増加するにつれて生産費が増加
するこ とである.更にそれぞれに対して外部的と 内部的な費用の経済性， 非経済性が存在
する.経営規模の拡大による費用の経済性の要因を明らかにするにあた り，下表のように
要因を分類しておく，第ーに費用の内部市場
経済性は経営規模が大きくなる と借入金を大
量にまたは低金利で購入できたり，生産資材
を低い価格で購入できることである.第二に
内部物的経済性は作業の専問化あるいは単純
化と分業が可能となる こと である.大型機械
は小型機械よりは効率が高いのが原則である
!経済性!非経 済 性
|貨幣 的 i貨幣的
内部 (生産経営)I一一一一一一!一一一←一一一
|物的i物的
外部 (販売経営)
貨幣的 |;貨幣的
物的 |物的
から産出量の増加によって機械の効率が高められる.この故に，産出量が全体に分散さ
れ，生産物一単位当り 固定費は低下する.第三に内部非経済性は経営者能力の低下，要因
相互作用， 新らたな病気の発生による危険が存在することである 要因相互作用によって
耕地面積を拡大するこ とは作物の適期をいつして収益逓減となるこ とである.第四に， 外
部経済性は主産地の形成が進むと販売輸送組織が確立され，市場出荷費用を低めたり，生
産物価格を高めたり，生産資材の共同購入によって要素価格が低められる.また大規模な
農業利水事業が行われることによって，濯排水，耕地区画などが整備されることによる固定
費用の低減や生産力の増大となることである.第五に，外部物的非経済性は農業経営の競
争構造によって，互に個別経営者が競争することによって， 生産物価格をつり あげたり，
生産資材を高く買ったりする.また，一定の用水量しかない場合にある農家が多く利用す
ることによって他の農家が不足となり減収をきたすような利水をめぐる上流と下流域の利
害関係などである.
しかしながら，費用の経済性において，例えば農業利水の供給量が当該主産地の需要量
をうわまわる場合には外部物的経済性が需要量をみたさない場合には利水の不足による外
部物的非経済性となる という農業利水量と いう規模指標をとっても経済性ともなり ，非経
済性ともなりうる.従って具体的な経営規模指標を上表に従って分類区分することは困難
である.
次に生産要素の構成比率が変化する場合については経営集約度で述べることにするので
ここでは簡単に述べる.実際に農業経営の規模の大き さを決定するのは生産要素の構成比
率が変化する場合であるとして考えられて，本来の経営規模とは異なり経営集約度を意味
するものをもって経営規模として受け とられているが，これまでの論述からみてもそれは
正しくないことは明らかである.そのような例として，ある一定の耕地面積以上の受容力
をもっ農業機械を保持する農業経営者が耕地面積を拡大すること によって農業機械の受容
力が増大し，効率が高められる.このようにある生産要素が固定されており，それが変
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するという すなわち生産要素の構成比率が変化する場合には，経営総費用は固定費用と
変動費用に分割する短期の費用関数が理論的背景になっている.
費用の側面からみた場合に経営規模を産出量で示すことは生産理論における説明の便利
さはあっても，経営理論において，先ず生産要素があって生産が行われると いう鉄則があ
るかぎり，経営規模は生産要素で計測される必要がある.従って，土地生産力を基調とす
る農業経営における農業経営規模は基本的には経営耕地であるのが妥当である.しかしな
がら， 農業経営で行われる生産が必ずしも直接に経営耕地に結びつかない場合には，種々
の経営規模指標が考えられるーこの故に，当直する農業経営問題に応じて，具体的に検討
すると 同時に総合的判断によって，経営規模指標を設定し，経営規模に対する収益関係を
導出せざるをえない.
以上述べてきたように経営規模を技術的規模関係の観点から考察してきた.
I )不確定性と経営規模関係
次に経営規模を不確定性と資本利用の関数として考察する.
同質同量の経営耕地，資本財，労働力を保持しているこつの経営体において，収益性が
異なる場合が存在する.その要因として経営者能力の差異をあげることができる.この経
営者能力の差異は経営の将来事象に対する不完な知識状態に起因する. つまり将来事象が
不確定事象となる場合である.このように経営規模は不確定性を指標とすることができる
のである.計量可能な不確定性となる規模指標を考えるにあたって次のことを仮定する.
前述した土地面積，固定財資本，労働力などの各生産要素でもって経営規模を示すことに
変りない.同質同量の固定財資本をもって， 二つの経営を比較した場合に収益性に差を生
じたとする.その差の範囲は経営規模の大きくなるにつれて大きくなるとする.範囲が大
きくなるということはそれだけ不確定性が増大すると考える.この故に，不確定性は経営
規模指標の拡大に対する収益性の範囲の大きさとして具体的に把握される.不確定性は標
準偏差や分散値が指標となり，その範囲または分散値の大きさが経営規模となる.逆に，
一定の収益性におけるこつの経営聞における経営規模指標の差が収益性の増大につれて，
その差の範囲が大きくなるとすれば，その範囲が不確実性であって，経営規模指標となる
とみる ことができる.各生産要素から把握される経営規模指標と分散値には二つの関係が
ある.一つは比例的あるいは直線的であり， 二つは変動的あるいは曲線的関係である.こ
の変動的関係は総資本に対する借入資本の割合が総資本の増大につれて借入資本も増大す
る場合に生ずる.それは危険であり ，その危険が漸増することによって生ずる不確定事象
である.分散値の規模指標に対して期待収益はその危険の漸増する分だけ低下し，分散値
は更に増加することになる.逆に，総資本が少ないならばそれだけ損失が大きくなるとい
うことから，期待収益は損失分だけ低下する.このようにして範囲あるいは分散値 (=不
確定性)と期待収益性との座標においては横軸の経営規模指標に対して縦軸の分散値が凹
形となることを仮定しているとみることができる.この故に，経営者の主観的確率つまり
効用は経営規模指標としての分散値と期待収益性の関数である.その場合，分散値が小さ
いほどあるいは分散値の逆数が高いほど. また，期待収益性が高いほど主観的確率は高い
という関数関係にある.分散値と期待収益性との代替率は逓増関係にある.
このような仮定における均衡条件をもと める.
0制約式が直線関係である場合
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主観的確率関数 u=F(R， V) 
を制約条件式 R=g(v) 
R:経営の期待収益性
V:分散値
μ ・主観的確率(効用)
(1) 
(2) 
において U を極大にする均衡条件を求める問願になる.未定乗数法によって (2)をR-
g(v)=O として，両辺に未定乗数えをかけ，これを u=F(R，V)に加えて L とおく，
L=F(R， V)+A[R-g(v)] 
R， V， Aに関する L の偏導関数を求めて，それぞれゼロに等しいとおく .
αL/αR=F R-A=O， aL/αV=Fv-Agv=O，αL/αA=R-g(v)=O 
この三つの方程式のう ち最初の二つの式において，えを含む項を右に移項し，第一の方程
式を第二の方程式で除すると FR/Fv=l/gvとなる.すなわち uを極大にする一階の
均衡条件は R と Vの限界効用の比率が R と Vの限界収益率の逆比に等しいという条
件である. この一階の均衡条件はいくつかの異なった同値の形式で述べることができる.
最初の二つの方程式をえについて解くとえ=FR=Fv/gvとなる.各投入量について限界
の部分に投入される最後の一単位はいずれも Iに等しい効用をもたらす.
次に μ=F(R.V)の全微分は dμ=FRdR+FvdV，均衡点においては du=Oであるか
ら，R と V の代替率は dV/dR=FR/F v である.すなわちある点(均衡点)におけ
る R と Vの代替率はその点における R の限界効用との限界効用と Vの逆比率に等し
い.これを FR/Fv=l/gvに代入すると，RとV の代替率は -dV/dR=l/gvである.
ここで R=g(v)は一変数であることから R と V の代替率は R=g(v)の偏微分値の逆
比に等しくなる. 目的関数である主観的確率分布関数を具体的な指標によって設定するこ
とは困難である.しかし，不確定性における経営規模の最適値を決めることは理念として
考えられでも，具体性，実体性をもつには多数の観察事例によって帰納的に設定できるか
も知れない.これは今後の研究に待たれる.
さて，完全知識状態においては限界収益と限界費用との交わるところに最適規模が存在
する.だが，借入資本の増大が危険の嫌悪によっ て，限界収益が低下する.これによっ
て，最適点より小さい経営規模で決まる場合が考えられる.つまり資本制限が存在するこ
とによって経営規模が制約されることである.これは，農業において資本供給が必要以上
に存在するがこれを経営者が借入資本の増大などを危険として主観的に評価することによ
って生ずるとみることができる.
②経営集約度とその指標の吟味
A)経営集約度の定義:経営規模が長期的な指標と概念づけられるとすれば，経営
集約度は短期的な指標と概念づけられる.経営集約度は一つは固定要素と変動(可変)要
素との比率として，二つは純粋の経営規模指標が要素比率一定を仮定しているのに対して
経営集約度では要素比率が変化するのであるから，固定要素の比率が農家聞において変化
する場合の分析に用いられる受容力あるいは装備率指標を経営集約度指標とする.これは
I. -2)一(i)で要因指標を分類したように補助的要因指標である.従って，経営集約度指標
は純粋の経営集約度と受容力あるいは装備率指標と に二大別される.更に純粋の集約度は
管理集約度と組織集約度に分けられることは前述した通りである.管理集約度は一定の士
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地面積における労働用役と物財用役の利用と管理を把握し，また組織集約度は生産部門の
結合関係の変化による経営集約度の変化を把握する指標である.また組織集約度と成果と
の関係は土地生産性を通して関係する.
B)生産理論における経営集約度の基礎概念
経営集約度の定義にもとずいて模式化すれば下のようになる.
[管理集約度一一一九=f(九 X2・込)
f純粋の集約度一一{
経営集約度{ ‘ 
組織集約度一一 らー=f(xa，Xb) 
l受容 ・装備率--Xa=X，/X2or xa=f(x" X2 : 王3) =仕=l~)=f(1<) 
各経営集約度指標を生産理論との関連から説明する.そこで各々の最適均衡条件を吟味
する.
i )管理集約度一今，生産物を XA，二生産要素(機械用役と労働など)を X"
X2，経営地を X3 とし，生産量をむ， 二生産要素の投入量を Xh X2，経営地面積を む
として，生産量と経営地面積はそれぞれ Xa，X3 に固定されているとする.また生産要素
価格をム，P2 とする.その時の経営費用(土地利用経営費)を C とする.生産量と生
産要素の投入量には次のような生産関数と制約条件としての費用方程式が成立する.
xa=f(x" X2 :丸)
c=p，X，+ρ2X2 
費用を一定として生産量を最大とするには未定乗数法を用いて，
L=f(x" X2 :五)+μ[cー (ρlXl+ρ2X2)
ラグランジユ関数 Lを最大にする ことである.Lを各変数について偏微分して，それぞ
れを Oに等しいとおく .すなわち，
αL/αx，=αf/αx，一μρ，-0・・・・・・………ー…・… …ー…… …ー・・…・… ……………・・・ー (1)
αL/αらー αf/αx2一μP2一0・・一 一…・ …・・ ・・-… ・……………・・……... ・・…(2)
αL/αμ=c-ρ，x，一ρ2X2ー O…・ ….. …・ ……・一… …・・………'"・H ・-…… ・-…(3) 
(1)と(2)から
μ一 αf/αx，ー αf/α:1j-or P，/ρ一 αf/αx2= _.!X:J. ρ------y;--VL F'/1'2 - aJ7αx， a石
この故に一階の条件は生産要素の偏限界収益力が生産要素の価格の比率に等しい.幾何学
的にいうと，等生産量曲線が等生産費線に接しているところで均衡が成立することを示し
ている.この接点の軌跡を産出量の拡張径路と呼ぶ，拡張径路は経営地面積の大きさに依
存する.最大化に関するこ階の条件は縁付きへツセ行列式の値が正であることである.す
なわち，
f11 f'2 一ρ1
f叫ん -Pz I >0 
-P，一ρo
とし、う条件である.この二階の条件をつかつて，等量線の接線の傾斜の変化率が等費用線
との接点、において必ず正であること，すなわち d2xddx2/dx，z>0が証明できる.このこ
とは二生産要素を座標軸して等生産量線が下.方に向って凸型であることを示す.
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i)組織集約度一組織集約度は生産部門の最適な結合関係を明らかにすることに
ある.そのために，簡単化して，今，二生産部門を .X!l，XB，その生産量を Xa，Xb と
する. 生産要素は土地，労働，資本財用役であり ，それぞれ L'C，.X
" 
X2 と示す.その
投入量がれ XI， X2 に一定であるとする.つまり ，一定の生産要素の投入量において二
生産物が産出される場合として考える.ここでは更に簡単化するために，土地と いう一つ
の生産要素を投入することによって，二つの生産物を産出する場合について説明する.生
産関数は陰関数の形で
F(xa， Xb， X3)=0 
と表示される.これをねの陽関数として解くことができるとする.
x3=f(xa， Xb) 
従って，土地で測った生産費は二つの生産物の産出量の関数となる.この場合九，Xu 
の産出量はそれぞれ九，ムの一定の価格で販売できるとする.その生産価額は次の一次
方程式となる.
R=ρ。Xa十ρbXb
一定の土地面積を利用して，生産物価額を最大にしようとするのであるとすれば〉未定乗
数法によって， 次のラグランジユ関数を最大にする こと である.
L=ρaXa+ρbXb+μ[X30- f(xa， Xb) 
ただし，μ はラグランジユ乗数値である.次にこの式の偏導関数をそれぞれゼロ に等しU、
とおく .
αL/α九 =ρα十μ・αf/αXa=O
αL/αXb=ρb十μ・αf/αXb=O
αL/αμ=x30-f(九 ，Xb)=O 
この三つの方程式のう ち，最初の二つの方程式の第二項を右辺に移項して μ についてと
くと，
または
μρb ー ρa
-可7可;一三号局工
μ=ρ 竺主b_=ρ旦主ι
b αfσαf 
となる.また，生産物価額の全微分を求めると，
dR==ρadxa+ρbdxb 
一方， ρb=一μαf/α12b，九=一μαf/α九を代入すると，
dR= -，l af dXa +~ι dXh i .¥αXa αXb / 
さらに dX3 はらを全微分して得られるから，
dX3 = ~Ldxa +ーαLdxuαXa axo 
となるから，dR を dX3 で除すると
tR/dJU3= -144L2Xa - c!h土αf/~とちりら)=ーμ
αf/αXa・dxa+αf/aXb.dx" 1" 
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が得られる.従って， μは生産要素 X3 の限界収益力となる.生産要素 X3 (土地)の限
界収益力は生産物価額 R を生産要素 X3 に関して全微分した導関数である μに等しく
なければならない.また，最初の二つの方程式の第二項を右辺に移項して第一式を第二式
で除して，
ρα ー αf/axa
ρb αf/αXb 
となりらの全微分は dx3=九dXa十九dXb=Oであるから，
ρσ_ aflα九 dXb
九 αf/αXb dXa 
となる.この故に，生産物変形率 dXb/dxa は与えられた生産物価格の比率に等しくなけ
ればならない.同時に，その点における X3 で測った Xa の限界費用と X3で測った Xb
の限界費用との比率に等しい.等収入線と等土地産出量変換曲線との接点の軌跡を産出量
outputの拡張径路と呼ぶ.二階の条件によれば，この場合縁付きへツセ行列式が正でなけ
ればならない.すなわち
一μα2f/αXa2
-μα2f/αhαら
一αf/αXb
これを展開すれば
←，日α2f/αz。αXb
μα2f/αX2 b 
αf/ω'b 
ー αf/α九|
一αfIα九 I>0 
o 
μ[ ::2 C:f.-)， -2 -ax~2:Xh -ιaf 十 α三一(a~~ )' αXα2¥αXb αXaαb αXaαXb αXb ¥αXa / 
ところで μ>0であるから[ ]が正でなければならない.今 dXbをdXaに閉じて全微
分した導関数を求めると生産物変換曲線の傾斜の変化率
jh =- 144(豆-)'-2-aお'ba長長+ま2(a~~)'J (託)αzJ αXo
を得る • [ ]内は正であ り，また αfIαXb>Oであるから，生産物変換曲線の傾斜は負で
なければならない.従って，二つの生産物を座標軸とする図において，生産物変換曲線は
下方lこ向って (原点に対して)凹型を成している.
ii)受容カ並びに装備率一受容力並びに装備率は管理集約度の生産理論に類似し
ている.すなわち，受容力並びに装備率は二生産要素の比率と生産物との関数関係を分析
するのであるから， 他の生産要素が一定と仮定されている条件で一生産物と二生産要素と
の生産関数として設定される.この限りにおいて，受容力並びに装備率は要素比率が変化す
る意味で短期に関する指標でもあるこれを数式化すれば，xg=f(??)とおいて f;=y
とおければ，xa=f(y)となる.yはX，とれとの関数とすることができるから y=f(x1，X2) 
とおける.従って f(x1，X2 :王)となる 丸は他の生産要素が一定であることを示す.
この故に，受容カ並びに装備率は管理集約度で説明した生産理論と同じことになり，管
理集約度の一種とみることができる.受容力並びに装備率指標を補助的要因指標と分類し
たのもとのよう な生産理論における背景があるからである.
さて，経営集約度における利潤極大の均衡条件について付言してお く.手I]?問極大は
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π=ρaXa-C 
の式で示される.Cは固定的生産要素を含む短期費用関数である すなわち，ある固定費
用bを含む総費用Cと産出量 九との関数関係であって， C=ψ(xa)+bと表わされる.短
期費用関数は長期費用関数でとった手続きと同様にして導出される.但し長期費用関数で
はbも変化する.今，利潤式を産出量九に関して微分し，その値を Oに等しいとおく ，
dtjdta=ρα-dcjdxα=0 
これから，お=dbjdxa と表わされる.すなわち，生産物価格が限界費用と等しいところ
で利潤が極大となる.限界費用と平均費用の関係は長期費用関数の性質と同じである. し
かしながら短期(集約度)費用関数では次の三つの最適点を得ることができる.
一つは平均総費用が最低のところで限界総費用が通り，更に生産物価格が通る場合は最
適経営集約度が得られる.
二つは平均総費用が最低となる点をすぎて，逓増する範囲において限界総費用も逓増す
る範囲で生産物価格が限界総費用を通る産出量は最有利経営集約度がえられているという
ことができる.
三つは平均変動費用が最低となるところで生産物価格と等しい場合には最低経営集約度
が得られる.すなわち，固定費用は短期間においては支払われないで生産物価格の上昇に
つれて繰延べられること を期待して，固定要素が維持できる最低の経営集約度である
なお，農業経営の硬直性と農産物価格における硬直性とは密接な関係がある.これを庭先
販売購入価格の二重価格を設定して説明することが試みられている.これらの考察の結論
のーっとして注目 されるこ とは， 経営環境条件が同じであるが土地，労働力，資本財の利用
構造が異なっていても庭先販売， 購入価格に格差のある場合には最適な経営組織は同一で
あることも存在するというこ とである.また，二つの農業経営を較べて同じ生産技術と生
産要素で生産物を生産するけれども生産組織に差のあるのは固定的生産要素構造の差に起
因する.これは不完全知識，不完全市場が前提されるからであって，その具体的環境要因
は生産物価格，獲得費用と処分価値，資本の供給，技術関係と初期経営組織である， 経営
規模拡大はこのよ うな固定的生産要素存続によって制約されることになる.すなわち，①
ある生産要素の非常に高い獲得費用.②投資や運転資本の固定量.③費用の変化率が収量
の変化率より高いこ左などあげることができる.またこのような事実は自給生産の理論と
しても重要である.二重価格の存在するこ とが経営体の硬直性を説明するとともに， 農産
物における市場対応において，生産物価格の上昇につれ経過する径路と価格の下落によっ
てたEる価格と生産量との関係における径路とは必ずしも一致しない非可逆的な径路をた
どる.これが農産物における硬直性の現象であり 二重価格差はその理論的根拠をもえるの
である.
C)経営集約度指標の吟味
i )純粋の経営集約度指標 ・農業経営理論において経営集約度は経営地に対する
労働，資本財用役，資本用役の可変的生産要素からなる経営費で示される.この場合，地
代は除かれている.従って経営集約度の指標は単位経営地面積当りに投下される土地利用
経営費で示される そして， 土地収益漸減の法則が仮定されており， 最適な経営集約度は
限界収益と限界経営費とが一致する点で決まる. しかもこの経営集約度に影響する要因は
農企業の交通地位，農場の自然的事情，国民経済の発展段階， 企業者の個人的事情をあげ
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ている(グリンクマン著「農業経営経済学J参照).しかし，この場合の経営集約度は成果指標
としての単位経営地面積に帰属する土地純収益を意味しておりそれに影響する要因とし
て， 上述の四つの要匿を上げていると解される.本項においても，経営集約度指標は単位
経営地面積当 りに投下される土地利用経営費であることには変り はない.これは農業経営
が理念的に土地利用経営として規定しているからである.理念的農業経営の経済形態で既
に述べたように労働力， 資本，社会経済的な農業経営も考えられることから，経営集約度
指標は，必ずしも単位経営地面積当りに投下される土地利用経営費である必要がない.こ
の故に経営集約度は経営体を構成する固定的生産要素に対する雇用労働， 借入資本財用役
または借入経営地用役の可変的生産要素からなる経営費であると して解釈することもでき
る. しかし，農業生産は本来土地生産を基調とするという限りにおいて土地利用経営費を
経営集約度の指標と規定する ことは重要な意味をもつのである.したがって，経営集約度
は固定的生産要素に対する可変的生産要素からなる経営費であっても資本ではない.この
ことから，農業経営で用いられる生産要素のうち，経営体を構成するストックとしての労
働力と実物資本(固定資本，運用資本)ではなく，フローとしての労働， 資本財用役， 資
本用役，土地用役である.ストツクとしての経営体は経営の長期の経営活動を追求するい
わゆる長期理論で重視されるがp 短期間内の経営経済現象を追求する短期理論にあっても
農業生産がこれらの経営体に依存し，またこれらの経営体の稼働するか否かは資本財用役
の利用，労働力の利用， 土地用役の利用にかかわるものであって，短期と関係なしに無視
する ことは毛頭できない.さて，も し経営集約度が経営地に対する可変的生産要素の大き
さを示す指標として妥当であるとすれば， 土地を固定的生産要素とする短期の費用関数を
設定すること ができる.短期費用関数において費用の逓減， 一定，逓増関係が統一的に把
握されたとしても， どの可変的生産要素が要因となって費用関係，または収益関係を引き
おこしているのかが具体的に問題となる.一つは管理集約度であり，二つは組織集約度指
標として設定できる.先述の如く管理集約度指標は一定の経営地に対する労働量，労働と
流動財資本との関係や，労働作業方法の選択と選択された労働作業に労働を最適に配分し
て，管理することである.更に具体的な指標としては経営地に対する労働投入量を示す労
働集約度，経営地に対する肥料投下量を示す物財集約度をあげられる.組織集約度は，一
定の経営地にある水準の労働量や肥料を施肥した場合における作物及び品穫がどのように
選択され組織されるかを示す指標である. この指標から一定の生産要素利用量における生
産物部門間の補完，補合，競合の程度を分析する ことが重要となる.単一作物あるいは品
種の場合は管理集約度指標のみに単純化される.組織集約度指標は土地生産力の形成要因
であると同時に地域問調整または競争を引きおこす指標と なり，更には営農団地(主産地)
形成の重要な要因指標である.
i)受容力並びに装備率指標 この種の指標は経営規模を示す土地，労働力，固
定財資本などの指標聞の比率であって，むしろ長期間に当たって農産物に変形される資源
からなり，長期の生産関数にかかわり，純粋の短期の生産あるいは費用関数と結びつく指
標ではないかにみえる. しかし，固定的生産要素の比率の変化と成果指標との関係をとり
あっかう限りにおいて純粋の経営規模関係を示さないので一種の経営集約度指標として分
類する.なお，し、ずれにしても補助的要因指標として分類されることは生産理論で明らか
にした.経営成果との関係から判別して，水稲単作経営では現代の技術体系を前提すると
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基幹労働者 1人当り水図面積を1.5ha運営できるとか.乳牛ならば4頭を管理する受容
力があるな どと云われている.前者は労働力の土地に対する受容カを示し，後者は労働力
の乳牛に対する受容力を示し，これを労働の乳牛資本装備率という ことにする. 農業生産
力が高まり ，機械化が進行するにつれて，特に，資本装備率(=労働者 1人当 り固定財資
本)が高まることも予想されることから，資本装備率と経営成果との関係は経営集約化，
更に，経営規模の拡大に重要な影響を与えるものとみなければならない.
③ 経営効率とその指標の吟味
A)経営効率の定義
経営効率は技術的にはある生産要素が実際に稼働した投下量に対するその生産要素に帰
属する成果量である.従って，経営経済的には，経営成果指標の中で，各生産要素の収益
力を示す収益性指標や純生産要素の収益力を示す生産性指標をさすことになる.経営効率
指標を要因指標とするのは次のような理由による.ある特定の農業経営の経済形態の経営
目標がその経営体を構成する生産要素に帰属する総合的な収益力をもって経営成果とする
ことを前提とする限り，その農業経営を分析対象とする際に，農業経営の経済形態に関係
なく ，各生産要素に帰属する収益力を計測し，そして各生産要素別の収益力を相互に比較
したり，各生産要素の収益力と農業経営の総合的な経営純収益力の関係を考察することに
利用するという分析目的をもっているからである. しかしながら，理念的農業経営で考え
たように土地利用経営にあっては土地純収益という単一の生産要素の収益力のみをもって
経営成果とするこ とができるように効率指標それ自体が経営成果指標となる場合も存在す
る.この限りにおいて経営効率指標は基本的要因指標とはなりがたく，受容力並びに資本
装備率と同様に補助的要因指標であるとみるのが妥当であると考える.
経営効率指標として経営地効率指標，固定財資本効率指標，流動財資本効率指標，労働
力効率指標などがあげられる.そのうちで，経営地効率指標としては単一経営の場合は
10 a当り収量，複合経営では作物収量指数などが用いられる.固定財資本効率指標には，
耕転機 1 台 (5~6SP 程度)当り収量，乳牛 1 頭当り産乳量，養鶏 1 ，000 羽当 り産卵数，
複合畜産経営の場合は家畜生産指数などが用いられる.特に資本効率に関しては MAPI
法などを用いて果樹や農機具の更新理論で重要な指標である.労働効率指標は労働力の受
容力指標と並んで労働能率を計測する場合の要因指標として利用される.すなわち労働能
率は労働効率と労働力の受容力指標との関係で決定される.例えば基幹的労働者が 1年で
1人当り米生産量 9tを上げたという労働能率(収益性)は労働効率として 1日 360kg
と労働力の受容力として 1年 250日働いた結果としてえられるのである.また労働能率を
あげる質的要因としては，一つは基幹的労働者自体の条件であり，それは作業の熟練度と
作業の強度である.二つは基幹的労働者の外的条件として立地条件などの労働環境や農機
具の利用体系などの労働手段に依存する.
B)経営効率の関数的把握と残余的把握
農業経営効率指標は単一生産要素の収益力を示す.それが農業経営の総合的な収益性に
どのような影響を及ぼすか，逆に，総合的な収益性は各生産要素の効率にどのように寄与
されているかとい うことに関心がもたれる.これら両者の関係について考える.前に述べ
たように農業経営の経済形態の相異によって残余報酬としての総合的な収益性の内容にも
相異を生ずる.総合的な収益性を構成する内給される生産要素以外の外給される生産要素
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は全て市場価格(庭先購入か販売価格) で評価され費用として差し引かれる.すなわち，
雇用労働に対しては賃金を，小作地に対しては小作料を，購入農業資材に対しては物財費
乞 借入資金に対しては利子を支払う.そこでは，外給される生産要素の市場価格は農業
経営に利用されてえられる収益力に一致することを仮定している.市場価格は個別経営に
よっても長期的にとれば各生産要素の収益力に等しくなる と期待してよいであろ う.しか
し，短期的には個別経営で利用される任意の生産要素の収益力とその市場価格が一致する
とはかぎらない.従って，内給される生産要素について控除(残余)法によって残余帰属
収益を計測した値について正しい収益力を表わすものとして期待することはできない.こ
のよ うに考えると，各生産要素の市場価格で，外給あるいは内給される生産要素を評価す
るよりも当該経営の各生産要素の限界収益力でもって評価する必要がある.
こごで限界収益力と残余報酬との関係についてみる.もし，今，(1)一生産要素を除い
て， 生産要素の市場価格がその限界価値生産物に等しく， (2)物的ないしは価値的な全生産
物が次ぎのように分配される.すなわち各生産要素への報酬がその限界収益力に等しいこ
と， (3)そのように報酬が計算されるとすれば，物的ないしは価値的生産物には残余を生じ
ないこと.即ち，いかなる残余部分も残らないで各生産要素にその正確な報酬を帰属させ
ること ができることである.換言すれば，(1)各生産要素は限界生産物を報酬として受け入
れる ことができる.(2)全生産物は各生産要素の分配の和に等しくなることができる この
生産物帰属の原理はオイラーの定理によって説明される.すなわち，生産物 P.その価格
Pρ とし，生産要素のうち土地 B，労働 L，物財 M として次のような生産関数からオ
イラーの定理と資本の価値限界生産力が導出される.
生産関数 P=F(B. L.M) 
生産価額 V=Pp・p
生産関数が一次同次関数であれば，次のようなオイラーの定理が成立する.すなわち，
P = a~ • B十一αF.L+αF.M aB . JJ '-ar:' .u'-o:M 
V=Pp・P についてみると
αVαI V= U':. B 十 7 ・ L + α1~. 0 Nl αliJJ '-aL . .u '-a1¥亙・ A
上式の認につい
αV α(Pp ・ P) ー 叫f'.!!...~ _}J) 0 a~_= ( Pp+ aPpせ川 αP Pp.αP ♂13-- αB αP αB--'¥ αp- A ) aB一 αB
の関係があるから，
V=Pp・4 .B+Pp.25.L+Pp・ぜro1Vl alコ αL α」凶
となる.今，資本効率についてみると，
Pp ・2乙.M~円円、、αー さrV -( Pp巧 oB+Pp • a仁 o L i l 0 よ一円1 l. ¥αDαJ， / ) JVl 
となり，上式は資本の価値限界生産力となる.もし，一次向次関数が成立していないなら
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ば資本効率は資本の価値限界生産力と一致しないで過大あるいは過ノl汁こ評価される.他方
控除(残余)法による資本効率の算出は次の式で示される.
長三[V-(PBoB+PL・L)]古
但し m 資本純収益.M 投下資本• PB 地代.PL 労賃を示す.
もしオイラーの定理が控除法においても成立するとすれば，次の式が成り立たなければな
らなし¥
=Pp 0αP PB=Pp 0 a~ ， PL=Pp 0αP f 亙Al' ~ H-~ P αB' ~L-~P αL 
すなわち，生産要素の価値限界生産力は生産要素の価格に等しくなければならない.この
故に，控除法によって資本効率を計測する場合は，①一次同次関数が成立し，②しかも生
産要素の価値限界生産物は生産要素の価格に等しい条件においてのみ正確に資本効率が計
測されると同時に総合的な収益性が把握できるのである.一次同次関数は利潤極大の技術
条件を導出する場合に，必ずしも前提されるとは限らない.しかしながら，実際には不確
定要因が入ってきて必ずしも上述の二つの条件をみたさない.そのため，農業経営の総合
的な収益性を各効率指標を通して把握する場合には各効率指標を試行錯誤をともなって複
合した収益性として分析することも一手法である.このように考えると，同じような二つ
の農業経営の経済形態における総体的な収益性を比較した場合に，一方が相対的に高し、収
益性をあげたとしても，各効率指標の全てが優れた成績を示しているとは限らないことか
らも，単一の効率指標をもって総体的な収益性の高低を判断することはできないことが理
解される.
C)経営効率の部分的経営成果指標としての側面
経営効率を測定するにあたっては，同一生産要素が内給生産要素でもあってまた外給生
産要素となる場合が必ず存在する.たとえば農業労働として家族労働のみでは不足して雇
用労働を必要とする場合や，家族労働や農機具などの利用効率を高めるために自己所有の
経営地の外に借入地を必要とする場合や，動力耕転機を所有し，自家の経営地を耕転する
ことができないほど大きな経営地をもち，一部を賃耕に依存することなどが農業経営の現
実的問題として生ずる.農業経営効率指標は内給すべきまたは外給に依存すべき生産要素
の投入量を決定する場合の選択基準として利用される.このような選択基準としては次の
ようなことが考えられている.
イ)農業経営者が所有(内給)する生産要素か賃借(外給)する生産要素のどち
らを選択するかは，単一生産期間でかつ完全知識を仮定する場合には所有(内給)と賃貸
(外給)は両者から得られるであろう等効率曲線に接する両者の価格評価線の点において両
者の利用量が決まる.
ロ)競合期間，完全知識および生産要素が多年度の期間にわたって利用される固
定財資本や土地のような生産要素の用役ストツクの場合には所有(内給)固定財資本及び
土地の現在価額と同じ耐用年数をもっ賃借(外給)要素の用役価格の現在価値との比較に
よってどちらかの費用価額の小さい方を選択する.ここで用いられる割引率は市場利子率
でもって評価している.
ハ)競合期間，用役の蓄積および、不確定性が入ってくる場合には主観的あるいは
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内部利子率によって評価されねばならない.賃借用役に対しては収益率の外に不確定のた
めに主観的割引き率を加えて，外給の生産要素によってえられる将来収益力を割り引くこ
とがある.従って，所有(内給)固定財は賃借固定財用役よりも主観的に高く評価されて
不確定性に対する安定性を維持することを期待するのである.このように所有(内給)か
賃借(外給)かによって経営効率に差の生ずる場合には，同ーの選択基準で経営効率を設
定することはできないのである.その具体例として，今，土地の賃貸借の例をあげると借
入地か自作地にすべきかの資源配分問題に直面した場合に保持されなければならない原則
について次の通り考えられている.
(イ)単一生産物についての要因一生産物関係並びに費用構造は時間と関係する
短期的設備の技術体系上の条件と矛盾しないように長期に当たり保持されなければならな
v、.
(ロ)代替諸資源の限界価値生産性はそれぞれ等しくなることが必要であり，ま
た要因ー要因聞の関係は歪められではならない.
(ハ)各種生産物の組合せは所与の時点に各生産物に用いられた諸資源の最終単
位の限界収益をそれぞれ均等化するように行なわれなければならず，また賃貸借契約は他
の要因市場および価格決定方式のもとで存在する同じ変形関数の保持を促進するのでなけ
ればならない.
(ニ)生産物の時間的組合せは将来収益を適当に割号|いた後の限界価値生産物が
長期にわたりすべての資源単位について等しくなるものでなければならない.
(ホ)土地賃貸借契約は市場に通常存在する程度以上の不確定性の増加をうちに
含むことによって資源の非効率を引き起すようなものであってはならない.
以上のようにして，経営効率とその指標を吟味してきたのである.
農業経営の総体的な収益性は各種の内給する生産要素が複合して構成している農業経営
体の機能に対して給付される収益カを示す.それに対して，経営効率は土地，労働， 資本
財用役の各生産要素の機能に対して帰属する収益力であるとみることができる. もし，土
地の一部が内給(所有)され一部が外給(借入)されている場合には，経営効率指標は農
業経営の総体的な収益性と関連して要因指標となり つつも，それ自体部分的成果指標とし
て把握することができる.すなわち，内給か外給かの選択行為は経営効率に影響する要因
とみることができるように，経営効率は総体的な収益性に対しては補助的要因指標である
と同時に部分的成果指標となりうることが他の要因指標と根本的に相異することに留意す
る必要がある.部分的経営成果とみなされる経営効率指標としては前述の内給，外給の選
択問題の外に，例えば動力耕転機に投下された投資効率，農業構造改善事業における土地
基盤整備の区画整理，暗渠排水，客土などの投資効率な どは全て経営効率指標を部分的成
果指標として把握した場合の例としてあげられる.
× × 
以上に述べてきた第一，二， 三章において，農業経営分析は農業経営者の意志決定活動
と情報活動を結びつける一つの経営過程であることを前提としつつ，現代の農業経営にお
ける課題とその概念にもとずいて， どのような計測可能な成果及び要因分析指標があり，
その各指標について考察してきた.次章においては，計測可能な成果及び要因指標をどの
ような方法で利用されるのであるかについて考察する.先ず従来まで行われてきた一般的
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な経営分析手法につヤて考察し，特に農業経営で利用されている分析手法について整理す
るとともに若干の考察を試みる.
第四章農業経営分析法とその体系
第一節 経営分析法の体系化
第1項経営分析法の種類
農業経営分析の実践的課題は経営資源および収益活動の結果として得られた経営情報を
もとに経営の長 ・短所を評価判断するために，経営数値を分析し，その内容を明らかに把
握することである.その結果は意志決定と結びつき 3 将来の経営活動の改善指針となるも
のでなければならない.
農業経営分析を行うに当って，基本的に明らかにしておかなければならなU、前提は，経
営分析の， (1)主体， (2)目的， (3)分析対象， (4)方法を明らかにしておくことである.先ず，
誰が分析を行うかという分析主体は二つに分けられる.一つは経営外部の利害関係者が行
う外部分析である.これは主に当該経営の信用， 投資分析を行い，経営の安定性を評価す
る場合が多い. 二つは分析主体が経営内部の者が直接に行う分析に分けられる.我国の現
状では， 農業経営者が簿記記帳し，分析を行って，経営の長 ・短所を診断することはあま
り多くなく，むしろ，利害関係者が外部分析を行う場合の方が多いとおもわれる.次にど
のような分析目的で行うかについてみる と， 分析主体によって異なることも考えられるが
農業経営者にとって，最も重要なことは経営目標を実現する こと におかれることである.
すなわち，収益性， 生産性，経済性，安定性と流動性に関してである.これらの経営目標
を同時に実現する こと は稀である.普通は農業経営の経済形態， 長 ・短期，静態， 動態現
象の相異など経営者の当面する経営問題を解決する意味から，経営目標においてあらかじ
め序列関係を定めておくことによって， 分析効果が発揮できると考える. 第三に農業経営
のなにを分析対象とするかについてみる と，前項の分析主体，目的と関連して，次の三つ
にわけられる 一つは経営目標を対象とする.すなわち，経営の収益性，生産性，経済
性，安定性と流動性である. 二つは経営の諸要因を対象とする. すなわち，経営規模， 経
営集約度，経営効率である. 三つは損益計算書や貸借対照表を対象とし，経営の一定の時
点、および期間の活動を分析したり，また財務諸表の統計的把握によって，資金，物財，労
働の源泉あるいは使途などについて分析すること である.第四にどのような分析手法で行
うかと U、うことである.その第ーは経営分析は何かと比較することによって，長 ・短所を
正しく評価判断するととができる.そこで何を基準値とするかによってわけると，一つは
自己比較法であり ，これはある特定の経営のある一定期間の財務諸表のみを基礎資料とし
て現在の内容と過去の実績を比較，検討し，その良否を判断することである.経営分析と
は一般にこれを指している.二つは標準比較法であ り，これは同質問群の経営におけるあ
りうべき標準値と比較する.三つは経営群比較または直接比較法であり，これは多数の同
質問群の経営に関して全体または範囲をもうけて平均値をだして，当該経営の経営数値と
比較する手法である.その第二は経営数値をどのように取り扱うかにそって整理すれば次
の三つに分け られる.すなわ ち，実数法，比率法と関数法である.実数法は更に控除法，
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均衡法と増減法があり，控除法と均衡法には損益分岐点図法，資本資産図表，総合資産・
資本回転図法， 比較財務諸表法などであり，増減法には利益増減原因図法，資産運用表法
などが入る. 分析の基礎資料と しての簿記あるいは統計資料の大部分は先ず実数を把握す
ることが最初であり，それから比率や関数として表示される.その意味において，実数法
は分析以前の準備的手法ともいえる.均衡法のうち損益分岐点図法は非農業において広く
利用され，その有効性が実証されている.また増減法としての実数差額分布は標準値と実
績値の差異を数量差異，価格差異に分解してその要因を分析する上に有効である.実数法
の短所としては経営を比較することとそれによる判断が非常に困難なことである.ことに
経営規模の大きさの異なる場合には全く困難である.だが具体的に実数まで把握しないと
判断の難かしい場合には効果的である.次に比較法について述べる.それには構成比率，
関係比率，標準比率(平均比率)と指数をあげることができる.元来，このような分類は
統計学の領域に属する.構成比率は同一標識にもとずく系列に属する各部分量の全体量に
対する構成関係を示す比率である.例えば百分比損益計算書は売上利益率や費用構成の内
容から経営の特徴をつかむのに便利である.関係比率は異なる系列に属する二個の絶対量
聞の関係を示す.経営集約度指標の大部分，受容カ指標，効率指標などがあげられる.関
係比率はこのように比率それ自体が特別の意味をもっている. したがって，関係比率を求
めるときにはどのような意味のある値を求めるべきかをあらかじめ認識しておく必要があ
る.関係比率は最も重要な表示手法であるが，その欠点として，①二つの項目聞の関係で
あるために比率の変動がどちらの項目の変動にもとずくのか不明である.②比率で示され
ているため実際の経営数値との関係を理解することが困難である.③分析過程において比
率の信頼性と重要性に差がある.④比率は単独では経営全体を判断することは困難である
ことなどがあげられる.標準比率または平均値は多数の経営体の財務諸表から計算された
経営比率の平均値である.この表示手法の長所として，①その経営の比率が平均水準より
もどれほどすぐれたあるいは劣った位置にあるかの参考資料として役立つ.③それによっ
て経営の経済環境の動向を知るとともに，その経営の将来の改善を指摘できる.③個別の
経営のみならず経済全体からも分析することによって，経済的関係を究明すると同時に経
済政策立案の資料として役立つな どが上げられる.標準比率の利用にあたって，いかなる
平均値を用いるかが問題となる.従って，①平均値の信頼性，②資料の統一性，③経営の
同質性が前提される このよ うな前提を満たすことが実際に不可能であるとすれば，経営
比率による分析には限界がある.指数は同一系列中の絶対数のうち一つを基準として同一
系列を構成する他の絶対数と比較する場合に用いられる.これには固定基準と連鎖基準法
とがある.連鎖基準法は途中に経営内容の変化する場合に有効である.第3に関数による
分析をあげることができる.実数法，比率法は過去の経営資料について事後的に分析する
が関数による分析はむしろ経営管理の側面から事前的に分析するのに利用される.例えば
経営成果(粗生産額)は生産要素価格，経営規模，生産技術，生産物の種類，生産効率，
集約度の変化に依存する.それらの要因を変数とする経営成果におU、て関数関係を設定し
てパラメーターを推定する.その推定された値によってシミュレートする.その誤差の範
囲内において計数管理をする.農業経営においてはダク ラス型生産関数分析が広く行われ
ている.
第2項 経営分析の体系化
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経営分析を統一的に体系づけるにあたっては単に自己管理的な計算技術のみをもって完
結する こと ではなく ，経済学との結びつきとの関連において追求されることが是非と も必
要となる このような意味において，経営分析の科学的完結のために従来の伝統的な計算
技術の諸方法を一定の経済学的方法論に照合して批判検討し， 新しい分析手法の体系化を
作りあげることによって，変動する経済現象を認識する手段となるものでなければならな
い.それには経済統計学や数理経済学，換言すれば計量経済学と の結合が要請される.
一般の企業経営においては経営比率分析の手法を中心とした経営分析の体系化が試みさ
れており，幾多の業績をあげその実証性が確認されている.これは，財務諸表(貸借対照
表，損益計算書等) を基礎資料としていることは云う までもない.
さて， 一般企業経営で利用されている分析手法の体系とはいかなるものであるかについ
て順序説明する.先ず，分析目的による体系化であって，これは最も伝統的な分析体系で
ある.外部目的には投資，信用， 監査，労働，組合の目的から分析され，内部目的は収益
性，生産性，経済性，流動性と安定性などの経営成果と価格，経営規模，技術，経営集約
度，経営効率などの要因から分析される.次に分析手法にもとづく体系化であって，一つ
は特定期間の損益計算書や貸借対照表を分析するいわゆる垂直分析構造比較， 静態分析あ
るいは横断面分析 CrosSction Analysisなどと名づけられる分析と二期間以上を含み期
間比率をしてその発展の傾向と要因を分析する水平分析，発展比較(時間比較)動態分析
の手法からなる体系化である.二つは比較基準によって，一個別経営のみの経営資料を利
用し，特定時点における理想的な標準値または最適値と実績値と比較し， その相異する要
因を究明する.また一個別経営の分析指標の時間比較である.更に，直接比較法の手法を
利用して経営比較を行うことを通して個別経営の成果と要因を明らか』こすることである.
第三は幾多の経営比率分析指標を経営の全体的側面から統一的に体系づけた総合的方法で
ある.それには何はともあれウオーノレ Walの指数法があげられる.これは先ず各業種別
に主要な成果・ 要因指標を選択し，その選択される分析指標に比重をつけておく.次に各
選択された分析指標に関して当該経営の経営比率指標と標準比率指標 との百分比を求め
る.これに前の各経営比率指標の比重を乗じて評点をだし，その評点を合計してみる.も
し100より大ならば標準比率をもっ経営よ り優れており，それ以下ならば劣っていると判
断するのである.この欠点は選択されるべき経営比率指標，標準比率経営，経営比率指標
を合計するこ とな どして表面的には体裁が整えられているが理論的科学的根拠も乏しく，
実践的価値があるとは思われない.Wallの指数法をブリス， シユマノレツによって更に発
展させられた.我国においてはこの経営比率分析によ る総合的方法が広く普及している.
それは経営成果指標によって全体的に把握し，そのよって くる要因を連鎖的に結びつけて
体系化するものである.その代表的な人は古川栄一，国弘員人をあげることができる.ブ
リス，シユマノレツ，古川，国弘の聞には多少の選択される分析指標に差異があるが経営比
率分析の手法を中心としていることに変りはない.いずれにしろ，経営比率分析の総合的
方法によ る体系の一例としてシユマルツについてみると，経営成果指標は総資本利益率で
あり，それによって経営全体の評価をする.その連鎖的な要因指標は売上高利益率と資本
回転率としてとらえる.売上利益率は更にその従属的要因たる原価分析の対象となる比率
に分解する その分析過程においてP 売上高または費用の変動要因をみるために標準と実
績の数量並びに価格差異分析や損益分岐点分析が組み入れられる このようにしてなおま
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た経営規模，経営集約度， 経営効率などの物的技術的経営内容にまで追求してい く.他方
資本回転率は諸資産回転率に分解される.それに附随して資金の流動性は流動比率，財務
の安定性は固定比率などの指擦が重要視される.このよう な一連の経営比率体系はある特
定期の収益性，生産性，経済性がどれだけであったか.またその要因はなにかを事後的に
評価判断することに利用される.
さて，農業経営分析の分野において，経営比率体系による実証的研究は少ない.もし行
なったとしても分析指標を算出するに止まっている 例えば， 農林省統計調査部の農家経
済調査， 経営調査， 生産費調査などは単に分析指標の羅列的な表示に終っている.最近桐
生氏が経営比率体系によって実証を試み注目すべき成果をあげている.
第二節 農業経営分析法の系譜
第1項 農業経営分析法の発展
農業経営分析法の存在意義は実在の農業経営がいかなる問題の解決に直面しているか，
あるU、は農業経営分析法がどの位の正確さで問題の解決に答えること ができるかに依存す
る.この場合，正確さとはどの位の実践的価値をもっているかを意味する.
我固には農業経営分析が独自の系譜をもつにいたらなかったので，米国の農業経営分析
法 ・農業経営研究法の発展の経過を考察しながら，農業経営分析法の系譜を考察する.米
国における農業経営を対象とする研究は1900年以降になって， 本格的に初め られた. それ
はRouteMethodとい う分析法である.理念的には少ない費用で多くの生産をあげること
であるとし，この分析法は1902年にミネソダ大学の Willet.M. Haysによって考察され
た.それ以来， Bennettによると 6つの州立試験場で採用されているといわれるまでに普
及した.またT.F. Hunt は初めオハイオ大学で，次に，コーネノレ大学において利用し
た.次に1903年には標準農場 ModelFarm を設定して，それを個別農場の模範とし，そ
れと比較すること によって自己の経営の改善すべき点が単純に明らかにされる. しかし，
分析法の具体的手順は明らかでない.このような考えは標準法として W.T. Spillmanに
よって発展させられた.しかしながら， G. F. Warranは標準法で人工的に作られた模範
農場は改善目標とはなりえないとし，同質多数の農場からえられた平均的農場こそ経営の
改善目標となるとし， Survey Methodを考案した.ここで用いられる分析法は直接比較法
と呼ばれる方法である.これは多数の同質の農場群からなる調査資料にもとずいて経営成
果にいかなる要因が影響を及ぼしているかとい う問題意識をもっている.この分析手続き
は要因別水準別にまたその組み合せた作表に従って全体または水準別平均値と自己の農場
と比較する.それによって，経営成果に影響を及ぼす要因を析出し， 経営の成功あるいは
失敗に対する方策を明らかにする.直接比較法によって初めて農業経営分析として独自の
具体的な方法が開発されたとみることができる.Spillmanは第一次世界大戦中に費用研究
面についても研究を進めている.それは生産物価格が生産物費用に等しくなければならな
いという理念にもとずくものである.このような費用分析法は多くの論争の原因となる.
その結果，新しくHenryC. Taylorによって， 統計的手続きが分析法に導入され，幾多の
すぐれた研究者によって，その遺志が受けつがれた.Route Method， Model Farm， Survey 
Method， Cost Analysis が開発された第一次世界大戦前における農業経済研究者は自由
放任主義の信念をもち，もっぱら個別農業経営に視点をおき，生産部門細織や運営に関心
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をもっていたそして適切な資料が与えられれば個別経営者は社会経済的変化がおきた場
合に，ただちに自己の経営を調整できる こと を確信していた.このような経済理念は第一
次大戦後の急激な社会経済条件の変化によって，単に個別経営からの接近のみでは農業・
農業経営問題を解決することができなくなり ，国家または地域の生産力の変化に応じて国
家または地域的な対応策がとられなければならない. このように個別経営の生産力の他に
地域的な生産力体制が問題とされてきた.このような考え方に立つ個別経営の分析方法の
最も大きな変化の一つは新しい費用分析の適用である. この費用分析は総費用，平均と限
界総費用，固定費用と純収益との関係を明らかにする.それによって，農業経営組織の問
題，価格と費用の変化が農業所得に及ぼす効果を分析する.これは新しい農業技術を農業
経営に採用する場合に，それの経営における役割を正確に理解することができるのに役立
つとみられる.この間，資料の蒐集， 分析方法に関して論争がかわされたが，その中で，
農業経営組織と運営をより深く理解する結果となった.その後， 経営問題とは何か，また
経営事実とはいかなる意味をもつのかなどに注意がひかれた.このように第一次世界大戦
を前後して分析方法は大きく変化した. Model Farm の考え方に，第一次大戦後の Cost
Analysisの考え方を入れた新しい分析方法として試算分析法が開発されて来る. もっとも
試算分析法の原型は直接比較法を作る原因にもなったほど古くから考えられていたのであ
る.標準法で設定される模範農場は分析者の主観によって決定される面が強く，客観性に
欠ける.試算分析法における経営目標は標準法のように単なる生産量の増大というよりも
個別経営目標がより明確になる.それは現金所得と家計仕向物を確保すること，更には農
業労働報酬の増大におかれる.ただし，生産方向，価格，生産要素の調達可能性などの農
業経営環境に関する資料の蒐集は標準法と同じである.その他に，標準農場に代わって，
生産関数にもとづいて二，三の実行可能な代替案を農業経営者に提示し，その中から，現
状に代わる最適な案を選択させる.このようにして分析と設計が統一的に行われる.
この試算分析法の考え方は第二次世界大戦後，急速に発展した活動分析法(線型計画法
など)にうけつがれている.試算分析法は限界概念を入れているが，経営目標を実現する
までの分析手順が試行錯誤の過程をたどる.それに対して，活動分析法は，一度問題が設
定されp 利用可能な資源と技術 processが与えられているならば，経営目標を実現するま
での過程は計算手順に選択の余地を残さずに自動的に決まる.従って，試算分析法は必ず
しも最適値を利用可能な資源内で与えるとは限らない.活動分析法は退化現象という条件
設定の矛盾のない限り必ず最適値が存在する.
標準法，試算分析法，活動分析法において類似していることは，限界分析法や直接比較
法のように経営群の平均値または代表値間あるいは平均値と個別経営の値との比較を通し
て，成果と要因を分析するというのではなく，むしろ，分析というよりは設計という点に
重点がおかれる.この故に，分析は二つの意味をもっている.一つは設計を作成するまで
の実在分析，つまり，現状の個別経営にはどんな長所と欠陥があるかを認識することであ
る.それには限界分析法か直接比較法かを併用することができる.二つは設計値と実績値
の比較によって， また設計値を変化させることによって，経営成果と要因の関係，要因聞
の関係を明らかにすることができることである.活動分析法の出現はそれまでの農業経営
理論を精般化し，実践化するのに大いに役立っている.活動分析法は，更に，整数解計画
法，多段階計画法として発展する.それとともに，ゲーム理論の計算手順として利用され
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るなど.多面的な発展をみせている.
第 2項 農業経営分析法の体系と問題点
現在，我国においても広く利用されている分析方法を前項の米国における発展順序から
列挙すれば次の通りである.
標準法，直接比較法，記述統計または限界分析法，試算分析法，線型計画法，ゲームの
理論と推測統計分析を加味した計量経済学的接近法である.
本項は，これらの分析方法を分析理念， 目的，対象を中核として体系化を試みる.
先ず，分析方法は二つの大系に大別される.一つは経営成果のうち収益性，生産性，経
済性を追求する分析大系である.そのなかでも更に，その一つは実在分析に属する直接比
較法，記述統計的分析と限界分析法である.そのこつは規範分析に属する標準法，試算分
析法，線型計画法である.
もう一つの大系は経営成果としての収益性，生産性，経済性を追求するがそれよりも経
営の安定性を重視する分析大系である.つまり，平均的な経営純収益を最大にすることよ
りも危険を最ノトにすることに経営日標がおかれる. これにはリスク・プログラミング，ゲ
ーム理論と推測統計分析を加味した計量経済学的接近法をあげることができる.本項でい
う実在分析とはいかなる要因が最も経営成果に影響をもっているかを，過去に実在した経
営資料によって実態を把握する分析体系である.規範分析は将来あるべき経営組織及び構
造と過去の経営資料にもとずいた実績値との比較を通して，いかなる要因が最も経営成果
に影響をもっているか，また成果と要因，要因相互間を把握する分析体系である.
なお，近代経済学における分析方法並びに体系についてみるとこつに大別できる. 一つ
は関数関係的分析方法 (FunctionalApproach)である.これは方程式や座標をもって表示
するローザ、ンヌ学派的な関数論的体系として展開されている方法である.二つは因果関係
的分析方法 (CausalApproach)である.これは原因と結果によって経済現象を認識するオ
ーストリア学派的な因果論体系として展開されている方法である.
農業経営分析における実在分析の体系のうち，生産関数分析法または限界分析法，規範
分析の体系のうち活動分析法，広義の経済性を追求する分析体系であるリスク ・プログラ
ミング，ゲーム理論，計量経済学的接近法などは関数関係的分析方法に属し，直接比較法
などは大量調査によって成果と要因を明らかにするだけで特別に方程式体系をもっていな
いことから因果関係的分析方法として理解することができる.その他，記述的な分析方
法はすべて因果関係的分析方法に属するといってもよい.
上述の農業経営分析方法の体系を図示すれば次の通りである.
農業経営分析方 法 の体系
f直接比較法， 相関，回帰分析な}
，実 在 分析体系|どの記述統計一分析，生産関数， I 
限界分析など j 
r広義の経済性追求型分析大系J 、 ノ
I ，， '."_ _' ，_ " _ i標準法，試算分析法，活動分析)
| 、 規範 分析体系"，..，，"" ~，:::" '~" "-，-，，.， ， I ，'W N '" " ". l i云 (続型計画法)など j 
農業経営分析〈 ¥ 
(リスグ・フログラミング 1 
• _.. '. ，_ ， ，._ ，" -Iゲーム理論的接近法 l 
L安 定性追求型分 析 大系・不確実性分析体系 I:rb~-' Hr~~:; '~:~~.:~，~~~~ J-
|確率推測統計分析を加味した l
L音|量経済学的接近法 J 
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前図を参考としながら，各分析体系のなかから主要な分析方法の内容を略述し，その限
界または問題点について述べることにする.その際，分析方法の理念， 目的，対象，必要
な資料，前提条件，比較基準，評価方法，限界あるし、は問題点にふれる.そこで，先ず，
実在分析体系，次に規範分析体系，最後に不確実性分析体系の順に述べる.
1) 直接比較法
分析理念は地域的な生産力を形成し，同時に個別経営を確立するには平均的個別経営を
広汎に存立することにおかれる.分析目的は経営群を分析することによって個別経営の専
従者労働報酬を高めることにおかれる.また成果に影響する諸要因の効果を認識すること
である.分析対象は一定地域の実存する多数の経営群である.前提条件のうち，選定され
る個別経営は特に経営組織が同質で、あ り，しかも多数抽出することである.各分析指標を
大中小などいくつかに区分する場合には，各区分内の標本数が同数であるかまたは比例関
係にあることが統計的に望ましい このような前提条件を満足するに必要な経営資料はあ
らかじめ地域的な経営組織別，経営規模別，生産力別に区分して，その区分に従って個別
経営を抽出することはそれだけ分析効果を高めることになる.調査対象となった実在の個
別経営から蒐集された経営情報資料を用いて，経営成果と経営規模，経営集約度，受容
力，装備率，効率などの要因指標，または要因相互間の因果関係を分析するために，単ー
または二要因，三要因からなる複合作表を作成する.これらの作表は個別経営を位置づ
け，その欠陥，長所を知らせ，将来の経営方向を与えることを意図している.比較基準
(値)は成果要因別に分類されたそれぞれの平均値またはそれぞれの分析指標の範囲別の平
均値であり，それと個別経営のそれぞれの分析指標の実讃値と比較する.この故，評価方
法においても，経営成果と要因指標はいずれも平均値によって評価される.各要因指標が
どの位成果に影響しているのか.または経営耕地規模が拡大するに従って，経営成果は高
低または一定のいずれであるかを知ることができる.それがどの位であるかについては平
均値において知ることができても，その他の範囲では認識することはできない.
直接比較法の問題点として，一つは統計操作上の問題点を指摘することができる.すな
わち，その一つは大量の経営資料を必要とするため予算の少なし、場合には，不可能である
こと，また二要因，三要因となるにつれ多くの標本数を必要とする他に，複合作表が複雑
となり解釈が困難となることである.そのごつは各範囲または級内プロットの平均値が
modeに等しくなって範囲間 classの観測値が斉一な(正規分布)分散を示すときに真の
代表値(二母集団の推定値)となる.そうでない場合には，各範囲の平均値が要因の真の
影響をゆがめて表現されていることになる.二つは経営上における問題点である.それは
個別経営の最適な集約度を実現する最適要素結合点が異なっている場合に，ある固定的資
源を増大することが個別経営にとって合理的であるという分析結果がでたとしても，個別
経営が短期的に経営規模を拡大するだけの資金と経営能力をもたない場合は不可能であ
る.三つは分析上における問題点である.その一つは経営資料から選択された要因につい
てだけ分析され，選択されない要因の成果に及ぼす影響要因を無視していること，そのこ
つはもし成果影響要因が決定されたとしても，その要因が成果に及ぼす強さを計量化する
ことができない上に，その信頼度を決定することができないことである.その三つは直接
比較法は平均値を基調としているために損益分岐点が発見されるとしても，最適集約度を
発見することができないことである.
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2)記述統計分析(相関・回帰分析法など)あるいは限界分析法
分析理念は農業並びに農業経営が一定の条件にあれば収穫逓減の法則に従うものである
とする.分析目的は生産関数や費用方程式を設定して，最適生産量，最適投入量を発見す
ることである.分析対象としては地域，経営，経営内のいずれも対象とすることができる
が，農業経営分析としては経営内関数である.しかし，資料の制約もあって経営間関数に
よって行うのが大部分である.必要な資料の条件は直接比較法と同様に多数の同質な個別
経営を抽出する必要がある.更に，得られた分析指標聞は独立であり，しかも分析指標内
は同質であることが望ましい 経営間生産関数は従属変数に経営成果，独立変数に生産要
素投入量をとり，単一関数の場合は最小二乗法を使ってパラメ ーターが推定される.この
ような生産関数を使って，経営規模に対する収穫の逓減， 一定，逓増の関係を知ることが
できる. と同時に，直接比較法では不可能であった成果・ 要因聞の連続的な関数関係を明
らかにし，また信頼できる許容範囲をも知ることができる.以上は生産関数を中心として
みたが要因問の関係も回帰係数，相関係数を計測することによって，その聞の因果関係や
その強さ，信頼度をも計測して分析すること ができることは云うまでもない.比較基準は
推定値を使って，個別経営における 生産要素投入量に固定した場合の最適生産量を計測
し，それを現実の生産量とを比較する.その要因を追求することによって，個別経営の欠
陥や長所を知り，経営改善がはかられる.評価方法として，関数型の影響もあるが，成果
と生産要素相互間には限界値と平均値概念がともに取り入れられて生産要素が評価され
る.
問題点として， 一つは生産関数型の適合性を別としても単一方程式でもって経営成果と
要因との関係を明らかにすることには限度がある.それは独立変数である要因指標を多く
するほど，また，計測結果の信頼度を高めたいほど，それだけ多くの標本数 (調査農家戸
数)を必要とする.この故，要因指標の選択に関しては，自由度を節約し計測誤差と計算
時間を短縮するために要因指標は10ケ以内に限られる それにしても，選択された要因指
標聞が独立でなく線型重合の関係にあると，推定値は意味をもたなくなる.しかしなが
ら，現実的には個別経営が有機的結合関係にあるとみられることから，要因指標聞は必ず
しも統計学で前提されている独立関係を満足しないで，線型重合が起りうる可能性をもっ
ている.従って，統計学上における指標聞の独立と経営における有機的結合関係をいかに
調整するかが問題点として指摘できる.
二つは限界分析法における生産量，生産要素投入量の連続性に関する問題点である.農
業経営に投入される生産要素には肥料，飼料，動力燃料費など短期間に，または経営耕地
の拡大や果樹の育成など長期間にわたって投入可能な生産要素に区分することができる.
前者は変動的生産要素であり，後者は固定的生産要素である.限界分析法は生産量と生産
要素投入量の連続性が前提されているために，固定的生産要素と変動的生産要素が識別さ
れていなくても最適値を計測することができる.その場合，個別経営の固定的生産要素と
最適値における固定的生産要素投入量に大きな隔りがあるときに，個別経営は最適値とし
て結合されている生産要素投入量を短期的に実現するこ とは資金面，経営者能力などの制
約によって， 実現不可能なことが多い.従って， 理論的には最もすぐれているとしても，
実際の経営改善のために利用する場合には危険をともなうのである.なお，相関 ・回帰 ・
限界分析法などは個別経営にと どまらず，地域的な生産方向などを示めす分析方法として
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利用することによって，個別経営への適用以上に分析効果のあることは云うまでもない.
さて，実在分析大系に含まれる直接比較法と限界分析法に共通している点をあげる.先
ず，両分析方法に利用される経営資料は実在の経営から得られたものである.それは環境
条件が同質の多数の標本数(農家戸数)を必要とすることである.次に直接比較法は間接
的に最適点を示唆し，限界分析法は直接に最適点、を計測できるとしても，変動的生産要素
と固定的生産要素を明確に識別できないために，それらの最適値の実現可能性には限界の
あることが指摘できる.
次に規範分析体系の分析方法について述べる.
3)標準法
分析理念は“先駆者に従え"という篤農技術が尊重されることにおかれる.分析目的は
明確な経営成果を設定することができないが，できるだけ少ない費用で多くの生産量をあ
げて，農業経営の部門組織を確立することである.分析対象については，もっぱら模範と
なる標準農場案を作成することに注意が注がれているため，具体的な分析方法はなく p 個
別経営は標準農場案に一歩でも近かずくことであるという理念的な妥当性をもっているに
すぎない.必要な資料は地域的な調査資料，試験場成績資料と篤農家の経営調査資料であ
る.それにもとずいて，過去の“正常な"生産量，価格技術を前提とした標準農場案を
設定する.しかし具体的な分析方法をもっていない.比較基準は過去の正常な値で人工的
に作成された標準農家と個別経営の実績値とを比較することにおかれる.評価方法は標準
農場については過去の正常な値を用い，個別経営について実績値を用いる.その開差の程
度によって，個別経営の欠陥・長所を指摘し，各生産要素を評価する.
問題点として，標準農場で過去の正常な値を用いているが，それも非常に任意に選択さ
れることから，標準農場に接近させることが必ずしも最適な生産要素結合を保証するもの
ではないことである.これは分析方法として，最も致命的欠陥である.
4)試算分析法
分析理念は単なる過去の経験的資料のみで経営問題に対する解決を与えるものではな
い.二，三の代替案を作成して，事前的分析をすることを強調している.分析目的とし
て，本法成立の時代的背景を反映して，主要農産物の生産制限によってパリテイ価格を維
持するためには生産部門組織を再編成することと家族労働報酬を増大させることであっ
た 分析対象は個別経営であるが，個別経営の合理的な生産部門結合を前提として地域的
にも合理的な土地利用をはかるためにも地域が対象となることがある.必要な資料は標準
法と同じである.分析内容として，個別経営の部分あるいは全体を分析対象とする.全体
を分析対象とする場合には，代替的な諸作付方式を想定し，方式別に費用を固定費と変動
費にわけで，方式別変動費控除純収益を計測する.そして利用可能な資源の範囲内におい
て，生産関数の考えを入れて，方式を相互に比較し，生産部門を結合させる.その場合，
農地保金の立場から耕種部門と養畜部門の最適な結合をはかることを重視する.このよう
にして経営全体の純収益が計測される.農業経営者は変動的生産要素の稼働j水準を変化さ
せた二，三の代替案のなかから一つの最適案を選択する.分析は選択された設計案と実績
値との相異の原因を追求することによって行われる.従って比較は実績値と試算値，試算
値相互間で行われる.評価方法として，試験場資料を利用して限界値概念を取り入れてい
るが，基本的には平均値概念である.
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問題点としては標準法に比較レてかなり分析内容がくわしく，実践的妥当性をもってい
る.だが，計算手続きが自動的に一貫した体系をもっていないために，限界収益と限界費
用の一致する最適値を発見する方法が間接的である.また，必ずしも，最適値を保証する
とは限らないが，最適値との差は僅少であるとみられてU、る そのために，標準法よりは
すぐれた分析方法であるということができる.
5)活動分析法(線型計画法)
分析理念として，選択可能な資源 R巴soursesと活動 Activity を前提とすれば，稀少資
源が最大の収益を発生させる要因となることが強調される 分析目的は個別経営における
直接変動費差引純収益の極大を目的として，最適な部門組織と経営構造を確立す ること
にある.分析対象は個別経営であって，実在分析体系の直接比較法や限界分析法ほど多数
の標本数を必要としないこ とである.利用可能資源，技術係数，利益係数を確定するため
に，個別経営に採用されている両係数値が誤まっているのを修正するためにも，個別経営
の調査資料のみならず地域，試験場の実験資料も利用される.このようにして，利用可能
資源量，活動 Activity(技術係数と利益係数)が確定されると，非負の稼働水準，利用可
能資源量と活動 Activityからなる一次連立方程式を制約条件として一次式の変動費差引
純収益を最大にする最大化問題として定式化できる.勿論最小化問題は最大化問，題の双対
問題として定式化できる.計算手続きは機械的に一貫した体系をもってい る. また活動
Activityに関しては，分割可能性と加法性の基本的仮定が満足されねばならない.比較基
準として最適値を実現している計画値が用いられ，これと実績値の比較によって，その差
異が明らかにされる. 評価方法にっし、て，制約資源に関しては平均 ・限界収益力が計測さ
れると同時に機会費用 ShadowCostが明らかにされる.
さて，問題点として次のことがあげられる.
一つは活動分析は本来計画・ 設計の性格が強く， このような規範分析のなかで利用する
場合は実在分析との併用をともなわざるをえないことである.
二つは資源と活動 Activity、に関して分割可能性，加法性などの基本的仮定があるが，
分割可能性は規模に関する収穫一定の関係があることを意味する.規模に関する収穫逓
増 ・逓減の関係のある場合には分割可能性の仮定は成立しない.この故に，活動 Activity
の稼働水準に関しては許容範囲を明確にする必要がある 基本的仮定はごく限られた範囲
において妥当する場合が多く ，現状と多きくかけはなれた最適投入量である場合には現実
的に仮定が満足していないなど種々の誤りを追求しなければならない.それにしても，活
動分析法は分割可能性の仮定をはずして整数解問題として展開され，規模に対する逓増関
係を分析することができる.また時間的要素を入れることによって多段階計画法とするな
ど利用範囲が拡大されている.
三つは地域と個別と の総合的な分析方法の体系は活動分析に限ってみると現在のと ころ
未だ確立されていないことである.地域分析としてマルコフ過程分析，個別経営はその予
測にもとずいて活動分析法を併用することが考えられている段階である.
四つは計算施設が整備されていない場合には，資源数，活動 Activity数が最小限にと
どめられざるをえないことである.そのために，稀少資源は労働であるか経営耕地である
か，また選択される活動 Activity は水稲部門か乳牛部門かなどにとどまる.それぞれの
稼働水準までにし、たらなL、限りてーの経営方向を与えるにすぎなくなることである.しかし
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ながら，計算施設の進歩の結果，これらの制約から脱却しつつある.いずれにしろ，経済
性追求型分析大系のうちで，活動分析法は最も有用な分析方法であり，今後も多面的発展
をする可能性をもっているとみることができる.
最後に，安定性追求型分析大系について述べる.これは不確実性分析といってもよい.
経営経済現象のなかで不確実性下における経営経済現象を取り扱って分析することであ
る.それには二つの方法がある. 一つは確率的方法である. これはリスク・プログラミン
グ，計量経済学的接近法などである.二つはゲーム理論的方法である そのうちゲーム理
論についてみる.
6)ゲーム理論
分析理念として，経営主体は不完全知識状態にある場合には必ずしも経済性を高めるこ
とつまり平均的収益を最大にするために行動するとは限らない.安定性つまり危険を最小
にすることにも留意するとみることができる.従って，分析目的は経営者に危険を最ノトに
して，利益をも最大にするような経営組織と構造を選択させることである.分析対象は不
確実な経営経済現象のなかで行動する不完全な知識しかもっていない経営者である.計算
手続きは活動分析法の双対性定理を利用して解くことができる.実績値に対する比較基準
としてゲーム値の最適戦略値が用いられる.活動分析法の計算手続きをとれば平均・限界
値で評価する評価方法が用いられる.問題点としては，分析方法の自体の問題点というよ
りも，このような資料の蒐集や利用者の受け入れ体制に問題が残されている.
要 約
これまでの考察結果を各章ごとに要約しておく.
第一章「農業経営分析の認識対象と経営主体」では，農業経営分析の認識対象となる家
族農業経営とその経営主体について考察している.
第一に，本論の農業経営分析の認識対象ド家族農業経営であるが，この家族農業経営を
他の農業経営の経済形態との関連で位置づけている.先ず農業経営の経済形態は理念的と
現実的なそれの三つに大別される.そのなかで家族経営は資本家的農業経営と並んで現実
的な農業経営の経済形態に属する.家族経営は更に三つに分けられる.そのなかでも本来
的家族経営あるいは農家経済経営は我国農業において一般的経営経済形態である.その性
格として，家計と経営は不完全融合の関係にある 農業経営の経済目標は農家の経済目標
である効用最大化の中間目標となり，それは農業所得または農業経営純収益の最大化にお
かれる.経営主体は経営主として独立するのではなく世帯主があたる.労働，資本，生産
物は市場を通しな-がらも一部自給生産が行われており，生産力もかなり高いが小型動力耕
の装備で必ずしも機械大系が確立していないことから，近代経営とはみられないことであ
る. しかしながら，経営活動の環境条件が経営に有利に変化する場合には本来的家族経営
は企業的家族経営への発展の可能性を伏在していることである.
第二に，農業経営の経済形態で位置づけられた家族経営の主体的均衡条件について考察
している.従来までの主体均衡理論を整理する意味で、頼理論にもとずいて展開し，それに
若干の解釈を加えている.本論で特に主体均衡理論を取り上げたのは，序章の課題と方法
でも述べたように，経営分析者と経営主体の意志決定についての考察なくしては経営分析
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の役割を明らかにできないからである.農家経済の主体均衡はすべての家族経営の経営経
済活動を統一的に把握するものである.本論では，主体均衡の必要条件を経営経済活動別
に示しているが，その際，二重価格条件を前提において考察を進めている.その根拠とし
て家族農業経営は基本的には，①所有生産要素内給の利益，②生産物家計仕向けの利益を
追求することによってその存立基盤が与えられるからである.
第二章「農業経営分析の役割と目的」では農業経営分析の認識対象である家族経営の位
置づけとその主体均衡を明らかにした上で，いかなる農業経営の経済形態、にも共通する経
営経済行動のなかで経営者の管理機能を取りあげ，それから農業経営分析の役割と目的を
考察している.
第ーに，農業経営者の管理機能は形式的にいって次の四つからなっている.すなわち，
①計画，②組織， ③指導，④統制である.統制は観察と分析からなり，分析は計画と実績
との差異の検討と新しい計画に対する準備活動であると同時に意志決定のための情報活動
である.計画は意志決定の中核となる.組織と指導は意志決定である計画の執行活動とな
るが，執行活動は意志決定とは密接不可分の関係にあることから，計画，組織，指導は意
志決定活動として把握する.従って，経営分析はこのような経営者の管理機能の一環であ
ることが明らかにされる.
第二に，分析者， 利用者のいかんをとわず，実際に経営活動を行う経営者の知識状態と
行動様式は農業経営分析の性格を特徴ずけることを確認している.
第三章「農業経営分析指標の基礎的考察j で、は我国の農業経営の課題に対応して分析指
標を設定するために，①我国の農業経営の課題と分析指標の設定，②農業経営分析指標の
種類と意味を明らかにした.
第一に，我国の農業経営は家族経営が一般的であり ，その経済目標は農家所得の増大に
ある.それを実現するには，農業経営においては農業経営純収益を増大することが必要に
なる.それには経営主体の確立，生産性の向上および庭先販売価格の増大と庭先購入価格
の節減からなる価格獲得力の強化が必要になる.そのための具体的手段方法として，個別
経営での対応策，営農団地としての対応策，行政的措置がとられねばならない.本章は個
別経営の対応策に相応する分析指標を設定することにある.そのなかでも，特に生産過程
の分析指標を重視して，生産性の向上を通して，経営純収益の増大となる経営規模の拡大
と経営集約度の増大に関する分析指標に限定して考察を進めた.
第二に，農業経営分析指標を考察しているが成果指標は収益性，生産性，経済性と安
定 ・流動性からなっている.要因指標は先ず基本的要因指標と補助的要因指標に大別され
る.基本的要因指標は経営規模指標と経営集約度指標からなる.補助要因指標は経営集約
度指標のうちの受容力指標と効率指標からなる.その際，効率指標はある場合には成果指
標ともなりうるものであり，部分的成果指標の性格をもつことを明らかにしている.しか
も， このような分析指標を経営 ・生産理論と結びつけて吟味することによって成果と要
因，要因間，成果聞の指標の基本的関係を明らかにしている.
第四章「農業経営分析法とその体系」では，前章で農業経営の目標に照らして問題の所
在を明らかにして， しかも分析指標によって農業経営の特徴をとらえているが，これが，
現実の農業経営の改善に直接に結びつくことにならないから，経営問題の特徴に応じて解
く方法が必要である こと を明らかにし，そのために経営分析法を吟味し体系化している.
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第ーに，既存の商工業経営分析も含む古典的経営分析法を吟味しているが，それはあく
まで，経営実績の蒐集と整理の範囲を越えるものではなく， したがって経営予測と計画に
結びつかない欠陥をもっていること を明らかにしている.その際特に経営比率分析法を中
心にして体系されている ことに考察を加えた.
第二に，農業経営分析法の系譜は農業経営の問題と農業経営の研究方法とが表裏一体を
なして発展している ことを米国の農業経営分析法からう かがうことができた.先ず Route
Methodによって分析法が初めて形成されたが，それは記述分析であってあらゆる問題に
使用される内容をもっていて，本当に問題を解決するために役立つ こと は少ない.次に
Survey Methodが工夫されたが，これは多数の農家から蒐集した資料を使って成果と要因
からなる表を作表すること によって，平均値と個別農家の実績値を比較し，個別農家の改
善点を明らかにする方法である.更に CostAnalysis. Budgting Methodの開発を通じて
今日の問題解決ための計画的な分析方法である IinearProgrammingへと進歩してきてい
ることがうかがわれた.
第三に，現在利用されてu、る農業経営分析法を体系化するとともに各分析法の問題点を
指摘してそれぞれの分析法の限界を明らかにしている.先ず農業経営分析法は経済性追求
型分析大系と安定性追求型大系に三大別される.前者は更に実在分析体系と規範分析体系
に分けられる.実在分析には直接比較法， 相関・ 回帰分析などの記述分析や生産関数，限
界分析法な どが含まれる.規範分析には標準法，試算分析法，活動分析法 (線型計画法)
などである.安定性追求型分析大系は不確実性分析法からなり ，それにはリ スク・プログ
ラミング，ゲ ムー理論と推測統計分析を加味した計量経済的分析接近法などに分類整理さ
れること を明らかにした. そのなかで，主要な分析法の問題点と限界を吟味している.そ
れによって，実際の経営資料を用いて分析する際に問題の正確な解決と経営改善に役立て
ることができると考える.
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[ 1 1 Chapter 1 is concerned with the economic type of the farm business as the 
object of farm manag巴mentanalyses and the behavior of each type of farm manager. 
Firstly， the characteristics of a family farm are described by comparison with other 
economic types of farm business. The economic勺rpesof farm business are broadly cla-
sified into two types， that is， ideal type and actual type of farm. The actual勿peof 
farm is composed of family farm and capitalistic farm. The family farm is divided into 
thre巴 types，that is， non-commercialized， semi-comm巴rcialized，and enterprising family 
farms. 1n ]apan the semi-commercialized family farms are common. Their featur巴sare 
as follows : The household and farm business are imperfectly combined with each other 
in the family farm. The final economic obj巴ctof th巴 familyfarm as a whole is to 
maximize utility. Th巴巴conomicobject of the farm business is to maximize the farm 
business income， but this is an intermediat巴 objectof the family farm and must be 
consistent with the final object. Th巴 farmmanager is usually the same person as the 
chief of the family farm. Labor， capital goods， and land ar巴 partlybought from each 
factor market and partly suppli巴dby the family farm itself. The farm products are partly 
sold at the products market and partly consumed by the family member. The farm 
productivity of the semi-commercialized family farm is generally higher than the non 
commercialized one. Th巴 former'sfarm business is equipped with small size tractor. But 
it is not yet modernized because mechanized operation system is not always established 
111 lI. 
S巴condly，the subjectiv巴 equilibriumtheories of a family farm are re-examined in 
ord巴rto arrange and modify them. The farm management analyses intend to rationalize 
the farmer's decision making process in the farm business. It means that the farm巴r
has to make a plan of th巴 farmbusiness so as to arrive at the subjective equilibrium 
of the family farm as a whole. A family farm seeks for the巴quilibriumpoint under the 
condition that acquisition costs are larger than salvage values for most farm products 
and productiv巴 factors.The difference betw巴enacquisition costs and salvage values results 
in th巴 benefitsof the combination of th巴 farmbusiness with th巴 householdin a family 
farm. The benefits consist of (1) the benefit of s巴lf-consumptionof farm products in the 
Iむmer'shousehold， and (2) the benefit of se1f-supply of the 
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ization， supervision， and control. The process of control is made up of observation and 
analysis. The analysis do巴snot mean only to collect th巴 necessaryinformation for 
deciston making but also to investigate the causes which bring about the difference 
between the farm plan and the result of actual activities. The organization and supervi司
sion are ex巴cutiveactivities which carry out the farm plan decided beforehand. The 
managerial pr∞ess is taken charge by the organization of fann managers， and th巴
organization must change in accordance with the development proc巴s of the farm 
business. It is confirmed that the features of farm management analyses must vary with 
the behavior pattern and knowledge situation of the farm manager. 
(111) Chapter 3 treaお theindicators for the farm management analyses which are 
relevant to measure how much the goal of th巴 familyfarm is attained， what kinds of 
causal factors contributes to the goal. It is also considered what kinds of indicators 
訂 emor巴 significantas the means of solving the problems in a farm busines in Japan. 
Firstly， the object of the farm business is to maximize the farm business income to 
the extent which is consist巴ntwith the maximization of the family farm income. As 
the means of attaining the object， itis necess訂 Yto improve the managerial ability， to 
raise the productivities of labor， land and capital in parallel with each other， toreceive 
higher sale price of products at farm， and to pay lower purchase price of factors at f紅 m.
The emphasis is put on the indicators which are useful to analyze the production process， 
especially that of farm size and farm intensity. 
Secondly， the success indicators ar巴 classifiedinto profitability， productivity， econo-
mizing .ability， stability， and liquidity， The causal indicators are classified primarily into 
main causal indicator and subsidiary causal factor. The former consists of the indicators 
of farm size and farm intensiけ， and the latter consists of the indicators of capaci匂T of 
variable factors to fixed factors and efficiency d町 ivedby the variable factors. The 
essential problem is how to identify the relationships with each other among the success 
indicators and casual indicators. 
(IV) Chapter 4 is concerned with the systematization of the farm management 
analysis methods from the viewpoint of solving actual farm problems effectively. 
Firstly， the classical analysis methods are li 
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method in accordance with the 1巴velof farm problems as well as farm management 
economics. Consequently they are synthesized into the present analytical method. 
Thirdly， the above-mentioned methods are systematized in this paper， while their 
problems and limits of application are pointed out in detail. 1n my own opinion， the 
analytical methods of farm management are classifed into the method of seeking for the 
economic effeciency mainly and the method of acquiring the巴conomicstability. 
The former method is classified into the positive and normative ones. Th巴 positive
analysis includes production function， marginal analysis， descriptive analysis such as the 
direct comparison m巴thod(survey method)，and regression analysis，巴tc.The normative 
analysis includes standard method， budgeting method， and linear programming method. 
The method of acquiring the economic stability is concerned with the probability analyses. 
1t includes risk programming， gam巴 theory，and the econometric approach with statistical 
infer巴nce.
1 have a conclusion that any of these analytical methods are useful so long as its 
fitn邸sand limit to the farm management probl巴m concerned are appropriately tak巴n
mto account. 
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